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鳥取県企業局経営プラン(案)について

平成26年3月18日
企業局

1 背景・目的

企業局は、鳥取県企業局経営改善計画(平成23~25年蔚に基づき、経営の健全化・効率化に取り組
んできました。この間、東日本大震災を契機とした国のエネルギー施策の見直し、企業のリスク分散への

対応キ経済動向の変化等、企業局を取り巻く経営環境は目まぐるしく変化してきました。

こうした変化に適切かっ的確に対応するため、新改善計画(鳥取県企業局経営プラン)を策定し、持続可

能な経営を目指すこととします。

2 基本的な考え方

企業性、経期金を発揮しながら、公的サービスを継続して提供し、県産業経済の下支えとなることが公

営企業としての企業局U繍 Iであり、その実現を基本濯念に掲げて積闘力な経営に取り組みます。

電気
東日本大震災に伴う原発事故の発生を受け、融可能エネルギーを利用しをた進聞めるたのめ果にた、す今欄後もlが引

高まっており、エネノレギーの安定供給・自給率の向上、地劇団妥化対策等 め
続き太駒t発電所、小水カ発電所等の整備を促進しま七

事業活動に不可欠な産業インフラであり、民間企業では取り組むことが難しい部門です。

水工 大口ユーザーの減量等により厳しい経営制兄が続いていますが、ユーザー企業の経費節減、県内へ

の企業誘致、雇用確保等に寄与するため、工業用水の安定側右に取り組みます。

昭和・旗ヶ崎・竹内工業団地を造成し、早期分譲に向け関係部局、地元市と連携して取り組んでき

霊た結果、多くの企業が立地し、産業振現L雇用確保等に寄与してきたところです。今後、未分譲地の

早期日服、借入金の早期償還に向けて取り組みま七

3 計画のポイン卜

( 1 )基本理念・経営方針

『持続河能な経営、雌或産業及び環境保全への貢献』を基本思念に掲げ、以下の5つの経営方針に基づ

き各事業で重点目擦を定め、計画的かつ効率的で透明性の串企業運営を目指さ、した取組を推進しますユ

錦繍可能な経営の確立 ②適正管理と安定併合 ③環境や地樹士会への貢献

④組織力の向上 ⑤情報公開

(2) 計画期間.平成26年度~28年度

(3) 計画体系:裏面のとおり

(4)今後の経営見通し

気電
悲調発電所の建設明E設発電所の日ニューアル事業等により、→時的に手(溢が減沙するものの、固

定佃絡買取制度の適用などで引き続き安定経営方主確保できる見通しです。

近均三大口ユーヂー企業の減量等により収支は赤字が飾、ています功宮、今後は減価償却費及。湖ム

水工 利息等の費用が低減することに加え、一層の需要拡大策を講じることにより、早期回収益の改善が図

られる見通しです。

地方公営企業会柿l渡の見直しに伴い、竹内工業団地において、多額の評価樹1発生することなど

霊から、一期批債務超過となります坊主、利織地の売却、長期貸付収入によって借入金の償還を行う

ことにより、数年程度で債務超過は先手平均される見通してす。

『
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E計画体系 1

【計画期間]
仔存コ豆

E盟2.12月

今後の方向性検討委員会提言書

H23-25 町田'28持続可能な綾営 H28--'-38経営健全化へ

2.会唾警誼.〉厘霊童霊冒

l弔問初年度~28 年度までの3年間

~樹:llo--15年先を応直した3年~ 【基本理念】

持続可能な経営、糊短諜及。潔境保全への貢献

〈二二L
E経営方針(ビジョン)]

・再週間能エオ町V-I'ーの導み説次と県内発電量の埠訪日
.早期分繍こよる借λ企の返済

φ厳しb 済状況にあっても、利用者の皆様に満足して頂けるサ}ピスを提供し続けるため、持続可能な経営を確保しながら、
県民の 重な財産である電力・工業用水・工業用地を活かし、蓄積され花知識・技術等の経営;源を結集して、新たな発想
で可匂性にチャレンジし、常に県民の皆様の利益につなげるという視点に立って企業経営を何います。

+1石橋元町百Eな 粧 冨ω惟立| -工業用水道:(J)fI周拡大による収益の改善

φ|適正管理と安定供給1 ・1∞年運転を目指した水カ発電施設と工業用水道施設の計画的お節f闘策による延命化
・電力システム改第〈のh切産な対芯による安定車聖堂の確立

+1j頃坦臣甲陀臨書工宝へω頁献| ・自然の恵みである環境に優しいクリーンエネルギーの導入促進 (fとっとのグリーンウェイプjの推渇
-堂富で良質な工業用水の安是偵翁による地椀蜜業の支援

・直麗亙璽:E:r 企業密封蛾怖が綱相伊A慨を色刷すん材の献と繍づくり

・|情報公開 I 県民に対する絵営状況の説明と7ネジメントサイクノレによる検証・評価

【経営(数値)目標]

くこ二L
【重点項目・具体的な行動計画】

ミ 指 標 H26 H27 H28 〈電気事業〉

供ゐ匂孟力量万MWh 17.2 17.8 18.0 |供給電力量の増加と経嘗の効率化|

-再生可能エネルギーの導入拡大 -停止電力量の縮減と発電動事の向上
電 二酸砂語著者間自由瞳 11.9万トンー∞2昨年

-発電コストの削減
停止電力量の縮減 3，760MWh以内

|発電協の適正管理と安定供給|
気 発電コストの削減※ 2%以上任包5比)

. 100年運転を目指した水力発電所の最適なアセットマネジメントの実施
経常収支比率 1田6%Tl凹 5% 1曲 6% -老朽化の進ん.n_強裁のHニューアノレの実施

工 新規 鳥取地区 1，500皿U日(10祉企 |蹴温暖化対策・糊活性化への貢献|

業 需鄭司拓 日開11 2，00Om31日 (10紛 -再生可能エネルギーの導入拡大による封印樹宣暖化対策への貢献

用 運営経費の削減※ 2%以上任王25比) -発電の僧Eみなどを学〈る生涯学習の場の提供

水 経常収支比率 70.6% 81.5% 92.9% |電力システム改革への対応|

埋 土地の分譲 3.8ha 7.1ha 2.2ha -総括涼価方式詳の売電方法の撫サ

|新エネルギー導入に向けた研究|立 一骸会計借入金筋量 4.8億円 6.7億円 3M菅円

※義務官霊費に限る。 -新たな発電方均こ関する情報収集・研究

【収支計画】 (単位:百万円)
〈工業用水道事業〉

区分 E王26 H27 H28 
|持続可能な経営の確保と工業用水の利用拡大l

電
収益 1，911 1，929 2，088 -穆描湖町単業活動こよる車瀕制噛η確保 -利用拡大による早期の赤輔硝
費用 1，861 1，761 2，076 -非~J用水の転用ヰ活用策の闘す気
収支 50 168 12 |施設の阻鯉と安定供給|
収益 563 576 592 -施設の計画的な修繕・更新による工業用水の安定似合ヱ

637 費用 798 707 
水

収支 ... 235 ... 131 企 45 〈埋立事業〉
収益 561 871 391 

|未分譲地の売却促進|埋
費用 5，674 706 336 -境港の越街初号テンシヤノレを活かし関連部局等と連携した戦略的な誘致活動の実施立
収支 ... 5，113 165 55 -立地企業のニーズ}こ対する迎車市町的確な却E
収益 3，035 3，376 3，071 |収益の向上と借入金蹴i

計 費用 8，333 3，174 3，ω9 -分譲促進による借入金の早期返済

収支 ... 5，298 202 22 
'-ーーー 前扇扉極:吾扇面

※H26埋立事業回収支のマイナスは会計千H眼耳妊による。

内，
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【新規分】

工事名 工事場所

竹内西緑地
太陽光

境港市
発電所

建設工事
竹内町

(発電設備)

b忌

鳥取空港
太陽光 鳥取市
発電所 湖山町西

建設工事

天神浄化
センター

東伯郡
太陽光

湯梨浜町
発電所

はわい長瀬
建設工事
(発電設備)

一定額以上の工事文は製造の請負契約の報告について

契約の相手方 契約金額

竹内西緑地
太陽光発電所

(建発設電工設事備) 670，680，000円

ホクシン・
寿電気・

(予定価格)

栄和電気工事
677，020，680円

特定建設工事
共同企業体

鳥取空港

太陽光事発電所
建設工 880，200，0∞円
中電工・
岡田電工・ (予定価格)
吉備総合電設 918，673，920円

特定建設工事
共同企業体

天神浄化
センター
太陽光発電所
建設工事 748，440，∞0円
(発電設備)
エナテクス・ (予定価格)
山崎商会・ 748，949，760円
岸田電気
特定建設工事
共同企業体

エ 期 契約年月日

平成26年2月20日

~ 平成26年2月19日
平成27年2月10日

平成26年2月25日

~ 平成26年2月24日
平成27年3月10日

平成26年2月28日

~ 平成26年2月27日
平成27年3月10日

摘

平成 26年 3月 18日

企業局工務課

要

栓術提案註i匝型総合評i匝麓争入主L方式

入札価格、施工能力、技術提案の各項目による

総合評価により最高得点者を落札者として契約。
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鳥取県企業局経営プラン(案)
【平成26年度(2014年劇~平成28年度(2016年劇】

平成26年3月

鳥取県企業局

別冊



I 計画策定の趣旨

1 背景・目的

2 計画期間

E 企業局の役割と意義

E 経営方針(経営ビジョン)

N 事業別経質計画

N-1 電気事業

1 現状・H ・H ・-…

(1 )事端概要

(2)経営状況 … 

2 課 題

目 次

3 重点目標及び具体的な行動計画 ………-

4 ~肢計画 … 

N-2 工業用水道事業

1 現状

( 1 )事端概要 …・

(2)経嘗状況 …・

2 課 題 …… 

3 重点目標及び異体的な行動計画

4 収支計画 …・

N-3 埋立事業
1 現状 …....・H ・-

( 1 )事業概要

(2)経営状況

2 課 題 …・

3 重点目標及び具体的な行動計画 ...・H ・-

5 収支計画 … 

N-4 人材育成と車邸お舌カの向上 …-一.....

1 人材育成

2 車邸お舌力の向上 ….....・H ・.....

V 計画達成伏況の検証・評価
1 計画の進行管理 …...... 

2 計画の評価

2 

2 

3 

3 

3 

5 

5 

6 

10 

1 1 

1 1 

1 1 

13 

14 

14 

15 

1 6 

I 6 

1 6 

1 7 

17 

17 

18 

18 

十 18 

19 

19 

1 9 

19 

【参考資料】 ..…....・H ・-…........・H ・.......………..……… 20 

1 収支見通し

2 用語解説

3 鳥取県企業局経営改善計画評価委員会報告書

、4



置u..rur霞冨霊翠ヨ・・

|1 背景・目的 |

企業局は、「鳥取県企業局経営改善計画(平成23年度~平成25年度)J (以下、

基づき、経営の健全化・効率化に向けた取り組みを進めてきました。

「第1期計画」という。)に

本年2月には、「鳥取県企業局経営改善計画言刊面委員会Jにおし、て「第1期計画」の「経営(数働目標」に対

する達成伏況について矧面をし1ただき、総括的には、「総じて目標を超える実績を達成しており、着実な経営改

善を進めてきたものと認められる。個別事業をみた場合には、次期計画においても一層の努力が求められる項

目もあるため、今後とも企業経営的感覚を持ちつつ、計画的・紺紺句に経営改善を進めることが望まれるJ旨

の評価をいただいたところです。

「第1期計画J期間中は、平成23年3月に発生した東日本ブ〈震災による原発事故を受けて、国はエネルギ

ー施策の見直しを加速させ、企業はリスク分散への対応を迫られるなど、企業局、電力会私企業等を取り巻

く環境は大きく変化してきました。

特に、平成24年7月に「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法J(以下、 fF

IT法Jとしづ。)に基づく固定価格買取制度(以下、fF1 T制度」としづ。)が施行され、全国的に再生可能

エネルギーの導入に向けた動きが活発になるとともに、政府における「電力システム改革」では、 エネルギー

の安定供給やコス トの低減の観点から電力小売り全面白由化、発送電分離等が検討されており、順次法案化さ

れることとなっています。

また、長引くデフレからの脱均時経済再生を目指して安倍政権が発足してから約1年が経ち、「民間投資を喚

起する成長制各Jの<三本の矢>により、経済再生に向けた諸施策が推し進められ、我が国経済に明るし、兆し

が見え始めています。

本県の経済雇用情勢は改善傾向カ戦し1ており、県内経済は緩や州こ回復しています。

さらに、企業局の事業ではよ電気事業はFIT制度の適用により、埋立事業は竹内工業団地における国際貨

客船ターミナル整備計画策定を踏まえた動きキ企業のリスク分散等により、 明るしサEしが見えますが、工業用

水道事業は大口ユーザーの減量等により大変厳しい経営側兄にあります。

このため、 こうした変化に適切かっ的確に対応できるよう、将来にわたって持続可能な経営の確保と産業関

連仏営企業と しての使命を果たすことにより、県産業経済の振興や自然環境の保全に貢献することを目指し、

新たに「鳥取県企業局経営プラン(平成26年度~平成28年度)J (以下、「第2期計画」としづ。)を策定する

こととしました。

~こ 計画期間

平成26年度 (2014年度)から平成28年度 (2016年度)までの3年間とします。

「鳥取県企業局経営プラン」 の位置付け(イメージ図)

|庄司 I~I日日I~I~I~I~I[ m5)1~IG百戸訂|

鳥取県企業局の今後のあり方
〔経営改善5;り年計画 〕

(H18-H22) 

鳥取県公営企業の
今後の方向性検討
委員会

山;」齢制一一令
経 営 改 善 計 画

-樹dl0から 15年先を見通した中長期制見点
• l'十面的かつ効率的で透明性の高い企業経営の後進
・計画期間内の具体的な取組み

経営改善計薗
(第1期)

(H23-H25) 

経営プラン
(第2期)

(H26-H28) 



置軍置胃哲理標事震聖司・・

(1)企業性キ経済性を発揮しながら、エネルギーの安定供給や豊富な工業用水の提供、企業誘致に不可欠な工

業用地の確保など弘渦サービスを縦続して提供し、県産業経済の下支えとなること純噌企業としての企業

局の役割であり、その実現を基本理念に掲げて積極的f減量営に取り組みます。

今後とも、収益性のある部門と不採算部同吉原ミランスを図1りながら、企業局の経営資源を活かしつつ新

たな取り組みにも積極的に持臓し、県施策の推進に貢献します。

(2)電気事業は、東日材事災に伴う原子力発電所事故の発生を受け、再生可能エネルギーを利用した発電所

の果たγ借リが高まっており、エネルギーの安定側合、自給率の向上、地蹴邸到闘策等を進めるために、

今後も引続き、太駒t発電折、小水力発電芳得の整備を促進しま七

(3)工業用水道事業l士、企業の事業活動に不可欠な産業インフラであり、民間企業では取り組むことカ灘しい

部門です。

ユーザー企業のコスト削減などにより給水収益古瀬少し厳しし耀託伏捌鴻置いていますが、ユーザー企業

の経費節滅県内への企業誘致、雇用確保など地錫濯業の振興に寄与するため、豊富で良質な工業用水の安

定的な糊創こ取り組みます。

(4)埋立事業は、昭和・旗ヶ崎・竹内工業団地を造成し、早期分譲に向け知事部局、地元市とi宴携して企業誘

致に取り組んできた結果、多くの企業が立地し、産業振風雇用確保等に寄与してきたところです。

今後とも、対織地の早期見院、借入金の早期償還に向けて取組みます。

-四~茸審議頭書置臨拡彊副限濯措置.

厳しし耀謝育勢にあっても、利用者の皆様に満足していただけるサービスを提供し続けるため、持続可能な

経営を確保しながら、県民の貴重な財産である電力・工業用水・工業団地を活かし、蓄積され，td;日識.m術等

の綾営資源を結集して、新たな彩患のもと可能性にチャレンジし、常に県民の利益に繋げるという視点に立っ

て企業経営を行います。

また、収益性のある部門と不在采算部門とのバランスを図りつつ、サービス提供のあり方やアセIットマネジメ

ントによる施設の適正管理の方策等を検討し、今後とも計画性の高し企業経営を行いま七

このため、中長期的な跡、に立って計画的かつ効率的で透明性の高川混雑営を推進することを目標に、今

後の経営方針を次のように定め取り組むこととしま吹占

11 持続可能港経営の曜立|

発電事業においては、厳しし耀済状況が続く中であっても再生可能エネルギーを利用した新しし可発電努

建設に取り組むニとにより、安定した電力供給と県内自給率の向上を図りますユ

工業用水道事業においては、利用者 tユーザ←4識の皆様へ良質で安定したサービスを提供し続ける

ことができるよう一層の需給拡大と経営の効率化に取り組むことにより、収益の改善を図りつつ持続可能

な経営を確保しま丸

また、埋立事業においては、境港の地蛾ポテンシャルを活かした戦略的な企業誘致lこ取り組むことによ

り、材全畿地の売却を促進し一部桧計からの長期昔入金の早期返済じ努めます。

-2-
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|2 適正管理と安定供給|

電気薄業については建設後50年を組晶している水力発電施設の適正管理(アセットマネジメント)

やリニューアルを実権することで肱力発福知 00年運転』を目指すとともに、停止電力量の削減と発

電効率の向上により電力の安定供給を図りま士一

また、今後の電力システム改革(の対応については、その動きを蹴見するとともに、改革後の売電方法

については、全国の動向も踏まえつつ公営企業として安定経営を目指して幅広く検討します。

工業用水道事業について陪施設の計画的な老朽T闘策により施設の長寿命化を図り、工業用水の安掛甘

f必対合に努めるとともに、埋立事業については積極拘な企業誘致と工業用地の販売拡大に取り組みま吹占

|3 環績や地域社会への貢献|

再主主可能エネルギーは陽光、水カ、風力発電朝崎強弱怜導入拡大に取り組むことにより「とっと

りグリーンウェイブJの一層の推進に努めるとともに、県内発電量の増加により、電力の県内自給率向上

と地産樹首を推進します。

また、多くの企業に安くて良質な工業用水を安聞包に供給することにより、企業の経費節滅県内川の

企業誘章太雇用確保など県産業経済の振興に寄与します。

|4 組織力の向上|

職員の知識キ技術の紺録、高齢、向上を図るため職員刑騎晒に基づいたJ研修等を行いん対の育刷こ努

めるとともに、職員の満足度の向上や労働皮全衛生対策の充実等により組織力の向上とマネジメントの強

化を図ります。

|5 情報公開|

県民の皆様に対して企業局の各事業における実施状況や成果、経営状況等を明らかにし経営の透明性の

向上を図るとともに、事業の必調性についても効尉包・戦格的にPRを行うなど積醐包材育報公開に努め

ます。

E圃匡孟組踊語証国・・・

E盟国E覇軍要望・・・・

L工旦坐
(1 )事謝概要

電気事業は、昭和26年の幡郎発電所の運転により初めて事業を開始し、水力発電を拡大させることで

地域エネルギーの安定供給に貢献してきました。

近年、純国産のエネルギー源であり、二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギ}の果たす被害防重要

性が高まり、再往可能エネルギー導入の支援策であるFIT法が閣議決定されました金

その直後に東日本大震災と原子力発電所事責崩発生し、原子力発電に対する国民の不安が高まり、再主主

可能エネルギーを利用Lた発電への関心が一層高まったこと等を経て、平成24年7月にFIT制度がス

タートしました。

再生可能エネルギーを利用した発電所として、劉11発電所、賀祥発電所、西宙開発新太陽光発電芳、 F

AZ倉庫太駒E発電所、東部事務所太陽光発電所を建設し、宅成26年2月現在では、水力発電努9箇所、

風力発智斤1箇所、太陽光発電所3箇所で電;カを備書し、エネルギーセキュリティー柑鮒麟倣櫛へ

貢献していま吹b

。。



<新規運師再歩合発電所位置図 伯23~回5) > 

l太陽光発電所(FAZ倉庫)I 
./ 

境港市 〔

~~...大山

小水力発電所(賀祥)
岡山県

犬 小水力発電所

大太陽光発電所

---導水路

<地罪対副長化対策への貢献>休力 ・風力・対湯光発電による二酸化炭素排出量削減効果〕

兵庫県

加地川

|・謝じ炭素排出動果:10.5万トン切2保硝設全体の二酸{じ炭素排出量 2.4万トン切の約 4.4倍|

(平成24年度実績データでの試算結果)

<化石燃斗枯渇防止への貢献> 伏力発電所と比較した場合の閥斗消費艶臓~県)

|・僻}消費削減効果:火力発電芳と峨してドラム醐初日本分の消費量を糊

<電力自給面の貢献> ('電力の大部分を県外に頼る本県では重要な役割を担う)

|・企業局の発髄力量: 県内発龍力量の約30%、県内の総需要電力量の約4. 3% 

(自家発自家消費を除く)

県内発電電力量状況

県企業局 29.9覧
(1印~155M附1)

中園電力4“4.1
(23郡6，102MWh)

総発電電力量534，900，000kWh 

(lMWh = l，OOOkWh) 平成24年年度実績

-4-

県内需要電力における電力受給状況

中国電力 6.3% 県企業局 4.3%

(236，102MWh) "← (160，印刷h)

， ~その他 p%

県外から 85.7%

(3，197，300MWh) 

総需要電力量3，732，200MWh 
(自家消費を除(l

(138，臼3削Wh)



く発電施設の概要lJk力J> (平成26年2月現在)

発電所名 制敵軍
日開11 小鹿 小鹿

春米 佐治 加地 袋川 賀祥 計
第一 第一 第二

最大出カ(kW) 9，2∞ 4，300 3，6∞ 5，200 7，900 5，0∞ 1，100 1，1∞ 260 37，660 

売電電力量
36，379 12，890 17，007 25，261 35，636 18，630 4，322 5，059 155， 184 

(回4 問h)

発電開始年月 S63.9 S43. 1 S32. 10 S33.4 S35. 12 S58.4 H8.8 H2氾.6 H25.9 

発電所型式 水路式
グム目 ダム・ グム・ グムー ゲム1

水路式 グム式 ゲム式
水路式 水路式 水路式 水路式 水路式

総事業費筋四 9，568 696 593 620 1，198 4， 707 1，414 1， 100 320 20，216 

<発電施設の概要国力J> く発電施設の概要[太勝目〉

発電所名 鳥取放牧場 西部事務所 FAZ倉庫 東部隅繍 計 総合計

最大出カ(kW) 3，000 200 500 120 820 41，480 

売電電力量
4，968 160， 152 

佃24 ~伽1)

発電開始年月 Hl7.12 H25.5 H25. 10 H25. 12 

発電万型式 hプウィント式

絡事業費町内 813 93 200 74 367 21，396 
」一

(2)経営状況

水力発電事業の総括原価方式による売電 (f卸L場錦腔J)や新規に建設した太j勝'6発電所などの fF1 

T制度」の適用により一定の利潤を確保しながら安定経営を行っています。

12 ~ 1m 1 

①再生可能エネルギーの導入拡大と県内電力自給率の向上

企業局は、県の主要施策である「とっとりグリーンウェイブ)の一層の推進のため、民間では取り組み

が困難である県有地等での太陽光発電や小水力発電などに率先して取り組み、再往可能エネルギーの導入

佃隼に努めていますが、電力自給率の更なる向上を目指してこれらの取り組みを継続して進めていく必要

がありま吹ー

太揚光発電1こ比べて設備の利用効率がよい水力発電に取り組むことが有利であり、水カ発電に適した場

所を選定することが重要です。

また、今後は、太陽光と水力を利用した発電以外の洋上風カキ判銀』なと事の新たなエネルギーを利用した

発電について調査・研究を行っていくことも必要ですユ

②発電E設の長寿命化

運転開始から 50年近く伍盈している発電所は、;Ji属講一発電所をはじめ4箇所あり、施設の老朽化へ

の対応が必要です。

導水践の健全度調査キ施設の点検により早期の補修等と水車発電機の更新は不可欠ですが、今後、樹嘩

等による発電停止を起こさないようにするために、計画的な改修・更新を行っていくことにより施設の長

寿命化を図っていく必要があります。

R
U
 



<発電施設(10年以上結晶したもの)の概要> (平成26年2月現剖

発電芳名 新醐E 日開11第一 小鹿第一 小鹿第二 春米 佐治 加地

最大出力(kW) 9，200 4，300 3，6∞ 5，200 7，9∞ 5，000 1，100 

発電関由時月 S63.9 S43. 1 S32. 10 S33.4 S35. 12 S58. 4 H8.8 

経過年数 25 45 56 55 53 30 17 
」 」

③電力システム改革への対応

現在の電気事署員制度では地域ごとに既存の電力会出2独占的に電気を供給 (/j涜)し、企業局電気事業

については既存電力封土へ卸売りをしてきましたが矧秩給制度)、電力システム改革が劉渚的に進められ

ることにより、最終脚皆の電矧涜りの完全自由出量においてはこの制度は廃止される予定です。

今後、売電先をどうして行くかについては、法制度の改正状況を注視し公営企業が電気事業を行ってい

く意義も踏まえながら整理していきま7九

13 重点目標及t県体的な行動計画

【経営(数値)目標】

項 目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 摘 要

供給電力量の増加
17.2万附h 17.8万附h 18.0万M肌 目標電力量ベース

(+{).2万MWh) (+{).8万削h) (+1. 0万MWh) ( )内は対H25年度増分

回5~積立水力 (9) ・風力(1)

竹内西緑地PVH27.3連時散台目標

鳥取空港PV H27.3運転開始目標
二酸化炭素

約11.9万トンーC02/年 天相判七セントPVH27.3達時散台目標
排出量削減 鳥取放牧場PVH27.3運転調始目標

力硲:J11 抱8.3運輔君主合目標

若松)11

停止電力量の自l臓 年間停止電力量粋 3，760MWh以内
中国電力との契約上の年間停止電力

量枠

人件費、物件費、修繕費、委託費の

発電コストの自1臓 平成25年度比 2%以上 うち義務的経費に対しコスト削減を図

る。

経常収支比率 106.6% 109.5% l∞.6% 経常収益/経常利益

( 1 )供給電力量の増加と経営の効率化

①再生可能エネルギーの導入拡大

太陽光発電所4箇所と小水力発電所4箇所で事業を行う予定としており、 f時合電力量の増加を図ると

ともに、経営の効率化に寄与します。

au 



く太陽光発電所の概要>

区分 竹内西緑地 鳥取空港 天糊浄化tンタ】 鳥取放牧場

バワコン最大出力 1，250kW 1， 990kW 1， 50 OkW 100kW 

年間可能発電 約1，51別冊1 約2，288MWh 約1，710川h 車甘 122M加1

電力 量 (一般家庭420戸分) (寸競庭630戸分) (一娘家庭470戸分) (一昔嫁ミ庭34戸分)

環境への効果 約 997トンべ'))2/年 約1，503トン〈日2/年 約1，123トンべ;02/年 約 80 ト~-(JJ2/年

事 業費 約7.4イ意円 京司11. l{j意円 約9.2億円 約O.7{j意円

く小水力発電所の概要>

区分 横瀬川 加谷川l 若松川 手ム都川

最大出カ 195kW 150kW 150kW 220kW 

最大使用水量 0.5m3/秒 0..4m3/秒 0.2m3/秒 0.6m3/秒

年間可能発電 約1，632MWh 約1，250MWh 約80叫!wh 約1，349~腕

電力量 (一般家庭450戸分) (寸賜礎340戸分) (寸鰐擁220戸分) (一暢初窪370戸分)

環境への効果 約1，072トン-(JJ2/年 約 821 トンーC02/年 約 526トン-(JJ2/年 約 886トン叩12/年

事業費 約5.5億円 約5.4{J意円 約4.3{.意円 約6.5億円

③ 停止電力量の削減と発電効率の向上

平成25年度に発生した鳥取放桝易風力発電庁2号機の軸受故障や加地発電所導水管の漏水などに

よる長期の発電停止事例を踏まえ、停止電力量の布舗と発電効率の向上による供給電力量の増加を図り

ま七

具体的には、導水路等の車繕工事には時間を要することから、水車発電機のオーノ〈ーホール等に伴う

長期発電停止時にあわせて実施することにより停止電力量の縮減に努めるとともに、発電所の保守点検

マニュアルに基づく取水口、導水路等の適切な巡領と管理により取水量と併合電力量の増加を図りま丸

また、梅雨・台風持にはダム水位を予め下げるなどの対応を取ることにより、降雨を有効に貯水して発

電訴Ij用します二

④ 発電コストの削減

発電コストについて、人件費、物件費、修繕費、委託費のうち義務的経費の2%以上削減開平成2

5年度比)を目標とし、工事の早期発注や一括発注に努めるとともに沈酬也から撤去した土砂の公共工

事等への活用などによりコスト削減を図りま吹己

(2)発電施設の適正管理と安定供給

① 100年運転を目指した水力発電i')f0)鼠直なアセットマネジメントの実施

「水力発電所の 100年運転むを目指し、ダム・導水路等の土オ咽設の長寿命化と効率的櫛樹守管理

を目指してアセットマネジメントの考えを導入して施設の長期修繕・改良計画を作成し、計画的に改良

等を実施することにより、長寿命化と費用の平準化を図りながら、発電施設の適正管理を行い安定した

電力側合を行います。

日常点検については、保安規定や発電子斤マニュアルの随時見直しを行い、これに基づく点検により不

具合の早期発見・制章の対糊止に努めまマ九

-7-



く施設の健全度状況>

50年以上経過した施設にあっては、長寿命化のための計画的な改良等を行いま7九

施設名 組品年数 施設の健全度状況

各(建発電物所) 
[耐周年数31年(s治]

17~56年 定期的な点検と補修により上回数甘健全な状態
[耐周年数38年(RC遡 1

若干苛谷ダム 53年 これまで一度も補修することなく健全な状態 【耐用年数日0年】

中津ダム 56年 定期的な点検と補修により此輔力健全な状態 [耐用年数80年]I 

各ダムゲート 53~56年 定期的な塗装と部品交換により比騨甘健全な状態 [耐周年数57年]

各導水路トンネル 17~56 年 健全度調査に基づく補修を行い比較的健全な状態 [耐用年数57年]

各水圧鉄管路 17~56年 樹立10年に一度の塗装により比較的健全な状態 [而開年数57年1

各水車発電幾 17~56年
12年に1度のオーバーホールと部分改良により比車効甘健全な状態

[耐用年数22年]

※ダムの耐用年数は一般的なダムの法定耐用年紘その他の施設の耐周年数は発電用施設の法定耐用年紘

※企業局の管理する発電所関係の施設について記革乳

く平成26~28年度の修繕計画> (単位:百万円)

主な項目 H26 H27 H28 摘 要

オーハーホーlレ 174 97 H26j封'il'1包7小鹿第一

胞6中津グム堤体修繕

特別i鋭善 261 III III H26吋四小閑11導水路補強

回6菊幡郷土砂吐ゲLート修繕

一般樹嘗 71 74 140 

計 506 282 251 

<宅成26~28年度の建設・改良計画> (単位。百万円)

主な項目 H26 H27 H28 摘 要

横綱11発電所建設 323 176 

力日谷川|発電所建設 318 172 

若松)11発電所建設 236 158 

竹内西緑地太陽t発電所建設 425 

鳥取空港太陽光発電芳建設 1，107 

天神浄化センタ二太陽光発電万穏穀 913 

鳥取脚湯f鵡抗発電廊轍 66 

新 開F発電所ゲム放流警報装置更新 74 

手掛;)11発電万穏Z設 33 349 233 

旧樹cjj乞相場光発電源雪空 276 260 

中津ゲム事務所移転 100 

/h鹿第一線撤去 148 

計 3， 771 1，215 381 

aυ 



②老朽化の進んだ施設のリニューアルの実施

発観再始から 50年近く紐畠し、機器の劣化による大規撲な改修が必要な時期を迎える発電所が4箇

所(春米発電折、小鹿第一発電所、小鹿第二発電芳、日開I[第一発普J日あります。

発電設備の中核である水車発電樹立、電気事業許却こ基づく電気工作物保安規程により 12年周期でオ

ーバーホールを行うこととして機脳闘を図っていますが、発電設備の主要槻欄をブ覗摸更新(日ニ

ューアノレ)して設備の健全度を対置に向上させ、改修後の安定した料金収入を得るために、黒成26年

度に春米発電所のリニューアノレに着手していきます。具体的には、平成26年度に測量;と基本設計を行

い、宅成27年度内の工事着手を目指します。

春米発電所を除く 3発電所のリニューアノレlこついては、施司慎や時期等の計画を宅成26年度に作成

していきます。

なお、平成24年7月に始まったFIT制度は、このリニューアルについても適用となる見込みです。

く春米発寵庁のリニューアル計爾>

項 目 H26 H27 H28 摘 要

基本設計・測量等

実施設計

河川法申請等 一
工 事 H30年度当初逓伝再開

設備認定・連系申込 一
(3)地球j融枇対策・士醐活性化への貢献

①再生可能エネルギーの導入拡大による地球遡麦化対策への貢献

計画している太陽光発電所と小水力発範庁の整備を確実に行うこと同日え、太駒Eよりも安定した電

力が得られる小水カ発電については、新たな候補箇所 (2箇聞を調査し採算性を確認した上で、平成

27年度までに事業化を目指しま士一再生可能エネルギーを利用するこれらの取り組みを進めることに

より、地酎副妥化対策に貢献していきま七

②発電の仕組みなどを学べる生涯学習の場の提供

太陽光、風力、水力などの自然エネルギーを電気に変えている発電所という施設は、子供たちを始め、

地域の皆さんが発電の出温みを学ぶよい場所となります。

企業局の発電所は、 「とっとり次世代エネルギーノ号ーク」における主要な施設のひとづとして位置付

けられていることから、鳥取放激揚風カ発電をはじめ太陽光発電所、小水力発電野博においても、見学

者に発電に対する茸動車を深めていただくために、発電所の近くにリアルタイムに変化する発電量を表示

する電子表示盤や発電の倣目みを説明する偽背反などを設置します。

(4)電力システム改革への対応

現行の「卸供給制度Jの鮒酔企業局電気事業の位置付け等現時点での電力システム改革の動向は不透明

な部分も多いため、国の諮問機関である「電力システム改革専門委員会Jや他県の検討肉兄などの情報を

含めた改革の動向を注視しながら、安定経営や県内電力自給率の確保などの視長を踏まえ新たな売電形態

をパターン毎にシミュレーションするなどにより、最も有益な形態を検討して行きまホー

(5)新エネルギー導入に向けた研究

洋上風力発電は、現在いくつかの実証実験が行われており、それらの情報収集を行うとともに民間企業

の取り組みの動向等について調査・研究を行いまマ九
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また、主臨L発電についても熱資源分布等の既存資料の収集と課題の整湿など、新たな発電方式に関する

情報収集キ調査・研究を行いまマ九

|4 収支計画|

<今後の経営毘重し>

新規発電所の建設キ替糸発電所のリニューアル著書長(-'JZi成27~30隼度7 の実施に伴し\運転停止によ

る減収キ徐去隅の計上により事類溢が一時的に減少するものの、 FIT制度の適用などにより一定の利益

を断豹に確保しつつ引き続き安定経営判安保できる見通しです。

内部留保資金は入菊槻太勝弘小水力発電所の建設事業の実施により王械30年度までの聞はー踊告に減

少しますが、事業完了後の平成31年度からは経常損五資金収支ともにカ慣な黒字で搭移し、内部留保資

金は増加しま吠h

<平成26-28年度の収支計画> (単位:百万円)

区 分 H26 H27 H28 

水力発電淑入 1， 631 1，506 1，627 

収 風力発電反入 90 90 90 

太陽光発電反入 74 239 277 

リ奴 益 その他 116 94 94 

益 計 1，911 1，929 2，088 

的 運転経費 1，288 1，074 1，076 

収 費 減価償却費 430 575 636 

支 除お頓 6 1 261 

用 支干'0f1j息 137 111 103 

計 1，861 1，761 2，076 

収支健常損甜 50 168 12 

企業債 3，300 1，365 940 

資
月収

国庫補助金 。 。。
入

計本 3，300 1，365 940 

的 建設改良費 3，383 1，584 927 

収
支

企業債償還金
出

455 598 703 

支 計 3，838 2，182 1，630 

収支 ム538 ム817 ム690

資淑 単年度資台収支 ム107 ム113 179 

金支 当年度末内部留保資金 1，273 1，16.0 1，339 

企業債残高 6，735 7，502 7，739 
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|1 現状 |

(1)事業概要

工業用水道は 「産業の血液」とも呼ばれ産業基盤のーっとしてその担う役割も大きし、ことから、安定的・

繍錨切こt場合することにより、県産業経済の振興に貢献しています。

日野川及び鳥取地区の2施設を運営し、平成26年2月現在で鳥取地区は11事業所に対して6，100

rrf/日、日野)11は82事難巾こ対して29， 900 rrf/日を給水しています。

日野川工業用水道は、昭和43年から米子市、境港市及び日吉樹ずの既存企業及て丹新規立地企業への給

水を開始し、長年にわたり多くの工場、事業所に対して工業用水をL場合してきました。

鳥取地区工業用水道は、 国土交通省所管の多目的ダムである殿ダム建設に共同参画することにより、ダ

ム完成前の平成10年に暫定水利権を取得して工業用水の供給を開始しましfこ。

平成23年の殿ダム完成により 日量3万トンの取水が可能となるのに合わせて、平成24年4月から雲

山地区、津ノ井地区などへ給水区域を拡大しまし丸

このように、新たな地区への給水拡大により新規給水先を開拓しましたが、一方で、水の再利用など企

業のコス ト削減による使用量の減量があり、知力水量と しては減沙してし、ます。

<白星到11工業用水道整備計画図>

E互亙 |日野川工業用水道フロー図|

江島

中海
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<鳥取地区工業用水道整備計画図>
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<工業用水道施設の概要> (平成26年2月現在)

施設名 日野川工業用水道 鳥取地区工業用水道

取水地点 米子市八幡及び伯香町大殿(日野川左岸) 鳥取市緑ケ丘1丁目(千イ吃

ダム名 菅沢ダム(国交省) 殿ダム(国交省)

計画取水量 172，8∞m3/日 30，00伽3/日

計画制く量 160，000m3/日(当面80，00伽3/日) 27，90伽3/日(1期 16，50伽3/日)

事業費 約 169億円 約 108億円(I期約96億円)

補助事業期間 昭和38年度~平成24年度 平成5年度~平成28年度

率制く区域 米子市、境港市、日吉詩討す 鳥取市

主制く開始 昭和43年4月1日 平成10年4月1日

契約水量 29，90Om3/日(現制強力77，000m3/日) 6， l00m3/日(現給水能力 14，00伽3/日)

事業所数 82ネ土 1 1社

給水率 38_ 8% 43.6% 

※給水率:契約給水量/現制て能力

<給水先企業の経費節減効果(bj(道との比較による平成24年度借り >

・日野川 81社 : 約 11.1億円/年

・鳥取地区 10社 : 約 2. 6億円/年

q
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(2)経営状況

近年の産業許薄造の変化やユーザー企業を取り巻く厳しし官訪脱兄、さらに水費用の削減等により、鳥取

地区及び日野川ともに鰍句水量が低下し給水収益が抜かしています。

このため、施設建設に要した企業債の償還に必要な資金が不足することから一般会計からの出資を受け

るなど、厳しし耀営状況が続いています。

<基料司金の推移> (樹立 .円/油

区分 S43.4- S50.4- S52.4- S54.4- S59.4-I H7. 10-I刊 4- H14.4- H17.4- 上限額 協力金

日野川 4. 5 10 13 15 18 20 50 

1/ 石州府 50 50 3 一
鳥取地区 45 45 8 

'-・E・-
E 

<日野川工業用水道契約給水量の推移>
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<鳥取地区工業用水道契約束倒て量の推移>
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区三ma I 

( 1川棚需要開拓と運転経費の削減

工業用水を使用する新規直也企業の減少やユーザー企業のコスト削肱水リサイクル技術の向上などに

より水需要が低迷しているため、新たなュ--if-企業の掘り起こしとともに工業用水の多様な利用につい

ての検言扮主必要です。

工業用水を利用する企業の中には、節水キオtをリサイクルするなど水の合理化キ製造コストの削減に取

り組ま払結果として工業用水を減量するという侃財噛えつつありますが、菊澱の需要開拓と運転経費

の削減努力による収益の改善に向けた取り組みが必要です。

(2)施設の適正管理と安定供給

日野川工業用水道施設は、供用開始後40年を超えており、コンクリート管路区間における漏水が年に

数回発生しています。工業用水を安定して供給するためには、管路継手部の止水バンドによる補強などの

計画的な漏水防止対策を実施していく必要があります。

!3 重点目標及び具体的な行動計画 l

【経営 C数値)目標】

項 目

鳥取地区
悲調需要開拓

日野川

運転経費の削減

経常収支比率

平成26年度

70. 6% 

(1 )持続可能な経営の確保と工業用水の利用拡大

①積極的な営業苦動による革開始水先の確保

平成27年度 平成28年度

1， 500 rrl/日 (10社)

2， 000 rrl/日 (10社)

平成25年度比 2%以上高l臓

81. 5% 92. 9% 

企業の水需要叫腿により撤甘水量品輸少していますが、新たなユ一千企業の掘り起こしを目的と

した需要調査等を行うなどしてニーズの托握に努め、積極的できめ細かい営業活動を行います。

②利用拡大による早期の赤字解消

新たな需要開拓と運営費の削減に努め、早期の収益改韻こ努めま七

また、工業用水の供給出掛綴蚤済の振興にとって不可欠であることから、今後も持続動tJ:a蚤営が可能

となるよラ、過去の投資に係る債務や今後見込まれる施設更新に要する費用などへの対応について抜本

的な対策の検討を行います。

③未利用水の転用や活用策の検討

水荊踏の一部を治水等に転用することキ味利用水を活用した新たな収益確保の方策について、採算性

にも配慮しながら検討を行います。

(2)施設の適正管理と安定供給

①施設の計画的な修繕・更噺!こよる安定供給

日野)11の漏水防止対策を計画的に実施するため、特に車線中央部に配管されている区間における未対

策箇所の施工が創2れることから、止水ノ〈ンド方式による漏水対策工事を平成26年度、 27年度に重

点』甘に整備を行います。

鳥取地区工業用水道については、安定供給につながる浄オ舗の施設修繕等を行いま丸

一14-



また、日野J11については、今後の需要動向を見据えた管路の更新改良計画を平成26年度に策定して

いきます。

く平成26~28年度修棒岡〉 (単位:百万円)

主な項目 日26 H27 H28 摘 要

[日野川地区]
H26~H27 車線中央部

57 57 15 H28~ お皆目
樹 t防止対策工事等

止オυ『ンド方式

[烏脂血区]
6 6 6 

回6--;沼7浄水劇腕普

市隣羽監修僻事 H28水管橋塗装

計 63 63 21 

14 収支計画|

く今後の経営見通し>

近年~大口ユーザー企業の鄭包水量の減量により収支は赤字が蜘巾、ます~~，今後は減価齢H費や企業

債に係る支払利息などの費用が低減することや一層の需要拡大策を講じることにより、阜期に収益の改善が

図られる見通しです。

この結果、平成30年度代前半には経常損益、単年度資俗反支ともに黒字に転換ずる知るみです。

く平成26~28年度の収支計画> (単位:百万円)

区 分 H26 H27 H28 

営業収益 391 403 418 
収

その他 172 173 174 
収 益

計 563 576 592 
益

i霊嗣径費 253 188 140 
的 費

減価僻H費
収

407 396 384 

支 用
支1'.[;不1]，息 138 123 113 

計 798 707 637 

収支健常損甜 ム235 ム131 ム45

企業債 78 78 78 
収

出資金 229 243 267 
資

国庫補助金 。 。 。
本 入

計
的

307 321 345 

収
建設改良費 78 92 7今

支
企業債償還金

支
409 426 454 

出
計 487 518 532 

収支 ム180 ム197 ム187

海民 単年度資金収支 ム138 ム50 34 

金支 当年度納部留保資金 679 629 663 

企業債残高 6，320 5，972 5，596 
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|1 現状 |

( 1 )事業概要

平成23年3月に発生した東日本大震災による原子力発管庁の事故を受けて、企業における震災リスク

分散への対応など、工業団地を取り巻く環境が大きく変化してきました。

竹内工業団地におし1ては、国際貨客船ターミナノL整備計画の策定に合わせて、水族館や大型商 類鍛な

ど隣接の夢みなとタワー等を含めた周辺の新たな交流・賑わし拠点づくりも検討されており、さらに竹内

工業団地のポテンシャルが高まり地場経済の活力増強に大きなインパクトを与えるものと考えます。

また、「鳥取自動車道」と「米子自動車道jの全線開通や「山陰道J、「山陰近畿自動車萱」など県内の高

速道路ネットワークの整備が着実に進展するとともに、米子鬼太郎空港にスカイマークカ瀬航するなど、

着実にインフラ整備が進みつつあることから、企業誘致に有意な立地環境や牡会資本樹首が進展している

ところです。

こうした中、懸案であった崎津工業団地が鳥取米子ソーラーパーク(株)の大規摸太陽光発電事業への活

用により、平成45年度まで長期に貸付けることとなりました。

これに伴い、今後20年間は分譲等ができないことなどの理由から土地の所管を一般会計ハ彩管するこ

ととしました。

竹内工業団地は、 18. 3haゆ穣可能面積の約14%)が未分譲となっています。

昭和工業団地と旗ヶ崎工業団地の分譲は、それぞれ1区画を残して分譲は完了しています。

<工業団地倒立置図>

-ーーーー 歪松江

一一-ー 『

.同・ -

| 凡
|E盟国圃 |

|E二二二コ |

伊j

企業局

市町村
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く工業団地の分譲状況>平成26年2月末現在 (単位:ha) 

工業団地銘 造成面積 問問積 長期貸付面積 料瀬面積 うち工業団地

昭和 153.8 151.7 0.0 2.1 2.1 

旗ヶ崎 41.9 40.2 0.9 0.8 0.8 

竹内 128.6 97.8 12.6 18.3 15.3 

崎津 24.5 。。 24.5 0.0 24.5 

(2)経営状況

竹内工業団地は、金利の高し企業債を繰上償還するため、昭和63年度から平成6年度にかけて一般会

計から長期借入を行い、その未償還元金が約39.8億円となっています。

土地の長期貸付けによる収入やその後の分譲による売却収入により、一品桧計からの長期昔入金は全て

返済することが可能となります。

く一般会言慢期借入金の拘兄>

~成 24年度末残高 平成25年度借入金

4，125，932 

IT:主主

ER成25年度返済額

。 150，000 

(単{立:千円)

平成25年度持主高

3，975，932 

分譲に勺いては、分譲単価の見直しキ管蜘顎反売制度、長期貸付制度の活用などにより企業誘致に取り組

，みましたが、厳しい経淵青勢や工場立地環境の変化などから目標を達除するまでには至っていません。

とのため、竹内工業団地の優位性や今後のさらなる発畏性を積醐ワにPRするなどの誘劉舌動に取り組

むことにより、早期の分譲と一部桧計借入金の早期返済に努めることが必要です。

|3 重点目標及び具榊体行動計画|

【経堂(数値)目標】

区 分 平成26年度

昭和地区

土地の分譲 旗ヶ崎地区 0.8 

竹内地区 3.0 

寸桧計長期昔入金の償還
480 

(竹内団地

(1 )朱分譲地の売却促進

(単位・ ha、百万円)

平成27年度 IjZ;成28年度 備 考

分譲完了

分譲完了

5.0 2. 6 制示談 6.0% 

670 350 
残額

2，476百万円

竹内工業団地が接する境港は、豊富な水産・観光資源を有し対岸諸国への定期航路の醐充やりサイクル

ポートの指定など、北東アジア地域の経済成長を背景に国際物流拠点、としての機能を扱流しつつあります。

さらに、現在進められている国際貨客船ターミナル盤備計画の策定に合わせて、水族館明型商業施設

なと会新たな交流・賑わし拠点づくりも検討されており、地欄霊済の発展に大きく影響を与えるものと考え

ています。

これらの境港の地域ポテンシャルを活かし、水産加工・健康食品、リサイクル、国際物祈調連など、タ

ーゲットを絞った場糊ヲな誘致活動を行うとともに、企業のリスク分散への的確な対応など関係部局等と

緊密に連携しながら、今後、成長・発展が見込まれる産業の積極的な誘致に取り組みます。
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(2)収益の向上と借入金返済

早期の分譲や長期貸付に努め、得られた収益は一般会計からの長期{昔入金¢返済に充当しま七

14 収支計画 l

く今後の健営見通し>

地方式営企業会計基準の見直しによる販売用士地の附面評価(側面嗣の義務付けにより、竹内工業団地

については多額の評価損保~5 2億円)が発生すること、借入資本制度が風上(一般会計借入金が資本から

負債〈耕'Y) されるととにより、埋立事業会計は一日輸に債務錨盈となりますユ

竹内工業団地については今後、未分静由の売却、長期間寸収入によって借入金の働塞が可能であり、数年

程度で債務超晶f;j掲載目される見通して寸。

なお、この多額の謝面棋の発生Iこより宅成26年度末の欠損金は約51億円となる見込みですが、今後の

未分静也の売却前専られる利益などにより将来的にl拍手消を図る予定です。

く平成26-28年度の収支計画> (単位.百万円)

区 分 H26 H27 日28

営業収益 525 838 362 

収 (うち土地売却収入〉 440 758 282 

(うち長期貸付収入〕 85 80 80 

収 益 営業汐い収益 36 33 29 

益 計 561 871 391 

的 営業費用等 435 706 336 

収 費 (うち卦院却原価) 357 634 266 

支 (うち運転義援奇) 78 72 70 

用 糊 IJ損失 5，239 。 。
言十 5，674 706 336 

収支催常損面 ム5，113 165 55 

国庫補助金 。 。 。
資 収

企業債 。 。 。
本 入

計 。 。 。
的

支 一般会制昔入金返済
収

480 670 350 

支
出 言十 480 670 350 

収支 ム480 ム670 L2，350 

資収 単年度資制E支 3 129 L2，29 

金支 当年度末内部留保資金 128 257 228 

一般会計イ昔入金残高 3，496 2，826 2，476 

置闇彊厩昭冒頭耳暫軍曹閉胃E・
11 人材育成|

(1 )研修やデータベースの活用による技術力の向上

発電所や工業用水道施設の建設常備管理業務に係る槻主力を高めるため、定期的lこt胡冊究会等を開

催し、事伊府究などについて報告を行ったり、企業局のOB職員による技術伝承明彦会を開催するなど糠
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. 

員の技術力向上を図ります。

データベースを活用し過去の事故や制車事例などの出制情報の共有化を図ります。

建ヂぷ技手11'センターや公営電気事業経営者会議など梢Tう各種研修会に積j闘に参加し、最新のぜ術情報

の取得や聴損の能力開発に努めまマ九

(2)会計事務研修の顕在

公営企業会計は寸究会計の現念会計とは異なり複式簿記による経理知識が不可欠であるため、職員の具

動時期の年度当初には会計に関する実務研修会を実施しまフ九

(3)人材育成の充実

公営企業の事業運営に当たる企業局の職員は、常に経洲生や先進性が求められる中にあって、民間企業

と同様の経営感覚などが求められることから、企業経営者や荷按等を輔市に招いた実醐句な明主などを通

じて人材育成の充実を図り、経営感覚の醸成キ噺たな発想・価値を生み出す人と細哉づくりを目指します。

|2 車邸お舌力の向上 | 

(1 )基本理念・経営方針(ビジョン)の共有

基本君主念キ経営方針、ま7与Jを営状況等について本局と事務所との意見変換会等を定期的に行うことによ

り、盗殺員が企業局の目指す方向明懸案事項を共有しへ組織内のコミュニケーションの活性化などによる

組織マネジメントの強化を図ります。

(2)危機管理体制の強化

ブ覗模地震射共水などの天災発生時や発電施設、工業用水道施設における漏水事故等の発生日寺に備え、

定期的に関係主躍やマニュアルに従った司|練を実施し、出墓な対応ができるように危機管理体制の強化を

図ります。

(3)財務室営の健全性

電気事業では新規発電所の建設そ祝存施設のブ覗模働善に備え内部留保資金の確保に努めるとともに、

工業用水道事業において同司金制度の見直し等により収益の改善を図りながら資金確保に努めることとし

てし、ますが、今後の運転資金不足に対しては、当面、寸匙会計からの出資制断売して受け、その後、適正

な利息、による電気事業会計からの長期貸借を受けることも視野に入れながら財務運営の健全化に努めます。

ー酒E司医卦w.曹関夜軍E滑~llil調・

|1 計画の進行管理|

計商に掲げた経営目標や具桝甘聯Eみを着実に推進するため、毎年度、マネジメントサイクル (PDCA)

を活用して各事業の数値目標や具4柏甘な取組みの実聡闘兄についてその進械度合いを言判面し、計画に対する

不適合が生じた場合に出直宜必要な見直しを行います。また、その結果は、議会やホームページを通じて県

民へ公表します。

|2 計画の評価|

計画の中間年(平成27年J終了後λ有識者で構成する「言朝団委員会Jによる評価を受けるとともに、その

結果を今後の事業霊営及ひ吹期経営改善計画に反映させます。

-19-



【参考資料】

1 収支見通し
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1 電気事業の収支見通し
(単位百万円周税抜き)

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 
収益 1，836 1，794 1，738 1，711 1，767 1.815 1，911 1，929 2;088 1，889 1，882 2，297 2，296 2，329 2，338 2，331 2，343 2，340 2，250 2，250 2，250 2，250 2，083 
水力発電収入 1，727 1，673 1，676 1，636 1，684 1，646 1，631 1，506 1，627 1，428 1，421 1，836 1，835 1，868 1，877 1，884 1，896 1，893 1，893 1，893 1，893 1，893 1，726 
風力発電収入 46 51 46 48 51 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90 。。。。。
太陽光発電収入 。。。。。23 74 239 277 277 277 277 277 277 277 277 277 277 277 277 277 277 277 
その他 63 70 16 27 32 56 116 94 94 94 94 94 94 94 94 80 80 80 80 80 80 80 80 

収 費用 1，726 1，677 1，555 1，507 1，553 1，691 1，861 1，761 2，076 1，877 1，873 1，962 1，970 2，004 1，989 1，964 1，950 1，936 1，880 1，868 1，856 1，845 1，832 
益 運転経費(注) 942 988 902 865 889 1，128 1，288 1，074 1，076 1，139 1，131 1，104 1，128 1，197 1，186 1，181 1，176 1，170 1，123 1，119 1，115 1，112 1，109 
的
収 減価償却費 533 468 468 454 533 450 430 575 636 641 643 749 741 713 716 705 702 700 ，. 698 696 694 692 690 

支 水力発電 510 445 445 431 511 423 373 381 414 419 421 527 519 491 494 520 517 515 513 511 509 507 

風力発電 23 23 23 23 22 22 37 37 37 37 37 37 37 37 37 。。。。。。。。
太陽光発電 。。。。。5 20 157 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 

除却損 。2 。28 3 4 6 261 

支払利息 251 219 185 160 128 109 137 111 103 96 98 108 100 93 86 77 71 65 58 52 46 40 32 
4 

収支(経常利益) 110 117 183 204 214 I 124 50 168 12 12 9 335 326 325 349 367 393 404 370 382 394 405 251 

資本的収入 85 289 559 350 280 890 3，300 1，365 940 1，383 1，383 。。。。。。。。。。。。
企業債 。137 371 330 280 890 3，300 1，365 940 1，383 1，383 。。。。。。。。。。。。
貸付金償還金等 62 62 60 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
国庫補助金 23 90 128 20 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。

資 資本的支出 747 1，046 1，436 1，215 973 1，369 3，838 2，182 1，630 2，146 2，147 729 622 741 832 929 713 745 527 533 539 545 544 
本 建設改良費 122 401 671 532 321 973 3，383 1，584 927 1，434 1，605 119 30 30 30 152 30 54 30 30 30 30 30 
的

企業債償還金 625 645 765 683 652 396 455 598 703 712 542 610 592 511 602 577 483 491 497 503 509 515 514 収

支 水力発電 609 628 648 666 635 368 348 420 492 499 327 393 372 309 348 271 275 280 284 288 292 296 301 

風力発電 16 17 117 17 17 17 18 18 19 19 19 19 20 。。。。。。。。。。
太陽光発電 。。。。。11 89 160 192 194 196 198 200 202 254 306 208 211 213 215 217 219 213 

他会計貸付金 。。。。。。。。。。。。。200 200 200 200 200 

収 支 ム 662ム 757t;. 877 t;. 865 t;. 693 ム 479t;. 538 ム817t;. 690 ム 763t;. 764 ム 729ム622t;. 741 ム 832t;. 929 t;. 713 ム 745t;. 527 ム 533t;. 539 t;. 545 ム 544

資収
単年度資金収支 153 t;. 188 t;. 158 A 179 79 174 ム 107ム 113 179 t;. 149 t;. 151 316 406 258 194 118 357 334 516 520 524 527 372 

金支 当年度末内部留保資金 1，684 1.496 1，338 1，127 1，206 1，380 1，273 1，160 1，339 1.190 1，039 1，355 1，761 2，019 2，213 2，331 2，688 3，022 3，538 4，058 4，582 5，109 5，481 

企業債残高 5，02314，51514，12113，76813，39613，89016，73517，50217，73918，41019，25118，64118，04917，53816，93616，35915，87615，38514，88814，38513，87613，36112，847 

(注)運転経費は、営業費用のうち人件費、修繕費、委託費、物件費、その他の経費である。平成26年度の収益的収支には、特別利益24百万円、特別損失91百万円を含んでいる。
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2-1 工業用水道事業全体の収支見通し(日野川+鳥取地区)

----------H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

収益 658 676. 523 418 436 453 563 576 592 566 564 

営業収益 607 598 473 393 407 345 391 403 418 418 418 

収 その他 51 78 50 25 29 108 172 173 174 148 146 

益 費用 626 743 589 556 556 722 798 707 637 605 606 
的
収 運転経費(珪) 211 335 186 161 164 288 253 188 140 151 170 
支 減価償却費 264 258 255 247 240 288 407 396 384 352 346 

支払利息 151 150 148 148 152 146 138 123 113 102 90 

収支(経常損益) 32 ム 67ム 66ム 138ム 120ム269'" 235 '" 131 ム 45ム 39ム 42

資本的収入 326 639 858 1，176 524 297 307 321 345 298 305 

企業債 99 306 463 761 172 77 78 78 78 。。
資 出資金 187 196 202 210 215 220 229 243 267 298 305 

本 国庫補助金 40 137 193 205 137 。。。。。。
的
収 資本的支出 486 820 1，009 1，320 716 482 487 518 532 490 524 
支 建設改良費 147 470 645 943 324 87 78 92 78 。22 

企業債償還金 339 350 364 377 392 395 409 426 454 490 502 

収支 '" 160 ム 181'" 151 ム 144ム 192企 185'" 180 ム 197ム 187ム 192ム219

1: 単年度資金収支 136 12 ム 7ム 36!;，. 71 ム 167'" 138 ム 50 34 29 ム 5

収
当年度末内部留保資金 1，087 1，099 1，092 1，055 984 817 679 629 663 692 687 

支

企業債残高 6， 750 6， 706 6，804 7，188 6， 970 6， 652 6， 320 5， 972 5，596 5，106 4， 604 

(注)運転経費は、営業費用のうち人件費、修繕費、委託費、物件費、その他の経費である。

(注)平成33年度以降の出資金は電気事業からの借入金を予定

(単位:百万円・税抜き)

H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 

558 556 554 552 550 549 547 545 544 542 540 537 

418 418 418 418 418 418 418 418 418 418 418 418 

140 138 136 134 132 131 129 127 126 124 122 119 

563 550 528 511 501 485 477 475 473 455 438 425 

165 171 165 163 167 163 165 175 180 174 165 163 

320 311 304 298 292 287 282 275 271 262 257 247 

78 68 59 50 42 35 30 25 22 19 16 15 

ム 5 6 26 41 49 64 70 70 71 87 102 112 

309 299 200 200 200 200 200 。。。。。
。。。。。。。。。。。。

309 299 200 200 200 200 200 。。。。。
。。。。。。。。。。。。

526 481 471 434 372 345 294 209 176 155 115 125 

24 32 24 32 31 31 2 29 12 。10 34 

502 449 447 402 341 314 292 180 164 155 105 91 

ム 217ム 182ム271'" 234 '" 172 '" 145 ム 94'" 209 ム 176ム 155'" 115 '" 125 

14 53 ム 21 27 93 131 185 65 94 126 178 171 

701 754 733 760 852 983 1， 167 1，232 1，326 1，453 1，631 1，802 

4，102 3，653 3，206 2， 804 2，463 2，149 1，857 1，677 1，513 1，358 1，253 1，162 



2-2 日野川工業用水道事業の収支見通し

(単位ー百万円・税抜き)

卜一一一二 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 

収益 452 468 329 288 285 319 350 354 361 359 357 355 354 352 351 349 347 346 344 341 341 339 337 

営業収益 433 422 309 284 280 235 284 288 295 295 295 295 295 295 295 295 295 295 295 295 295 295 295 

収 その他 19 46 20 4 5 84 66 66 66 64 62 60 59 57 56 54 52 51 49 47 46 44 42 
益 費用 389 500 342 308 283 401 424 361 310 302 315 304 303 286 279 270 261 255 246 240 234 227 221 
的
収 運転経費(珪} 164 281 128 107 93 207 186 128 86 88 112 112 120 112 112 112 112 112 112 112 112 112 112 
支 減価償却費 157 149 148 140 133 140 188 190 186 181 175 169 164 158 154 148 142 138 131 126 121 115 109 

支払利息 68 70 66 61 57 54 50 43 38 33 28 23 19 16 13 10 7 5 3 2 。。
収支(経常損益) 63 ム 32ム 13/:::，. 20 21/:::，. 82 /:::，. 74 ム 7 51 57 42 

u) 
51 51 66 72 79 86 91 98 101 107 112 116 

資本的収入 。。。。6 33 30 30 30 。。。。。。。。。。。。。。
企業債 。。。。6 33 30 30 30 。。。。。。。。。。。。。。

資 出資金 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
本 国庫補助金 。
的

。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
収 資本的支出 158 192 158 178 185 209 210 227 217 192 219 193 182 170 175 155 135 102 101 72 59 25 15 
支 建設改良費 6 36 2 11 9 33 30 44 30 。22 。32 24 32 10 10 。27 10 。10 10 

企業債償還金 152 156 156 167 176 176 180 183 187 192 197 193 150 146 143 145 125 102 74 62 59 15 5 

収支 ム 158t;，. 192 t;，. 158 t;，. 178 ム 179t;，. 176 ム 180ム 197ム 187t;，. 192 t;，. 219 t;，. 193 t;，. 182 t;，. 170 t;，. 175 t;，. 155 t;，. 135 t;，. 102 t;，. 101 ム 72ム 59ム 25/:::，. 15 

I 賃金 単年度資金収支 63 ム 73ム 68ム 58ム 44ム 118ム 135ム 71 ム 7ム 9ム 55/:::，. 24 ム 17 6 4 27 50 85 88 117 132 167 177 
収

当年度末内部留保資金 717 644 576 519 475 357 222 151 144 135 80 56 39 45 49 76 126 211 299 415 547 714 891 
支

企業債残高 2， 997 2，841 2， 678 2，511 12，341 巴1勾巴0481，895 1. 738 1，546 1，349 1，156 1，006 860 717 572 447 345 271 209 150 135 130 



2-3 鳥取地区工業用水道事業iの収支見通し
(単位・百万円・税抜き)

------------H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 

収益 206 208 194 129 151 134 213 222 231 207 207 203 202 202 201 201 201 201 201 201 201 201 200 

営業収益 174 176 164 109 127 110 107 115 123 123 123 123 123 123 I 123 123 123 123 123 123 123 123 123 

収 その他 32 32 30 20 24 24 106 107 108 84 84 -80 79 79 78 78 78 78 78 78 78 78 77 

益 費用 237 243 247 248 273 321 374 346 327 303 291 259 247 242 232 231 223 222 229 232 222 211 204 
的

運転経費{注)収 47 54 58 54 71 81 67 60 54 63 58 53 51 53 51 55 51 53 63 68 62 53 51 
支 減価償却費 107 109 107 107 107 148 219 206 198 171 171 151 147 146 144 144 144 144 144 144 142 142 138 

支払利息 83 80 82 87 95 92 88 80 75 69 62 55 49 43 37 32 28 25 22 20 18 16 15 

収支(経常損益) /::" 31 ム35ム53ム119b. 122 b. 187 ム161ム124ム96ム96ム84ム56ム45ム40ム31ム30/::" 22 ム21ム28ム31ム21ム10ム4
4注

資本的収入 326 639 858 1， 176 518刊 264 277 291 315 1-298 305 309 299 200 200 200 200 200 。。。。。
企業債 99 306 463 761 166 44 48 48 48 。 。。。。。。。。 。。 。。。

資 出資金 187 196 202 210 215 220 229 243 267 298 305 309 299 200 200 200 200 200 。。。 。。
本 国庫補助金 40 137 193 205 137 。。 。。 。。 。。。。 。。。。。。 。。
的
~JI. 資本的支出 328 628 851 1，142 530 274 277 291 315 298 305 333 299 301 259 217 210 192 108 104 96 90 110 
支

建設改良費 141 434 643 932 315 54 48 48 48 。。24 。。。21 21 2 2 2 。 。24 

企業債償還金 187 194 208 210 215 220 229 243 267 298 305 309 299 301 259 196 189 190 106 102 96 90 86 

収支 ム2 11 7 34 ム12ム10 。 。。 。 0ム24 。ム 101ム59ム17ム10 Bム10日b. 104 /::" 96 /::" 90 b. 110 

|芸 単年度資金収支 73 85 61 22 /::" 27 /::" 49 ム3 21 41 38 50 38 70 ム27 23 66 81 100 /::" 23 ム22ム6 11 ム6

当年度末内部留保資金 370 455 516 536 509 460 457 478 519 557 607 645 715 689 711 777 857 957 933 911 905 917 911 

企業債残高 3，754 3， 866 4，127 4， 678 4， 629 4，453 4，272 4，077 3， 858 3，560 3， 255 2，946 2， 647 2，346 2，087 1，891 1，702 1，512 1，406 1，304 1，208 1， 118 1，032 

(注)平成33年度以降の出資金は電気事業からの借入金を予定



' 

3 埋立事業の収支見通し
t単位:日刀円・税抜き)

-----H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 ! H54 

収益 2，397 151 160 168 141 3，763 561 871 391 137 567 164 206 223 121 100 96 379 118 113 71 70 68! 
' 

471' 

営業収益 122 127 106 154 110 255 525 838 362 110 543 143 187 206 105 86 83 368 108 104 63 63 61 : 45 

その他(出} 2，275 24 54 14 31 3，508 36 33 29 27 24 21 19 17 16 14 13 11 10 日 B 7 2 
収

71 11  

益 費用 113 205 121 265 104 3，778 5，674 706 336 108 497 132 165 184 94 77 67 333 99 95 59 58 551 1 75 
的

収 土地売却原価 43 55 30 120 38 197 357 634 266 39 429 66 100 120 32 16 7 274 43 40 5 5 3: 39 
支

運転経費(出} 70 150 91 145 66 3，581 5，317 72 70 69 68 66 65 64 62 61 60 59 56 55 54 53 52: 36 

収支(経常損益) 2，284 ム54 39 ム97 37 L>. 15 e.5目113 165 55 29 70 32 41 39 27 23 29 46 19 18 12 12 131 L>. 28 

綱"利益欄余金又は累鶴夫観金 467 413 452 355 392 377 .d. 4，736 l::. 4，571 .d. 4，516 1::. 4，486 6. 4.416 d. 4，385 6. 4，344 .d. 4，304 .d. 4.278 A 4.254 e. 4，226 A 4.179 e. 4，160 e. 4，142 e. 4，130 e. 4，119 .d. 4，1061 ~.ð. 4.280 

資本的収入 。。。120 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。|~ 。
。3

資
資本 的支 出 10: 本 60 73 69 。150 150 480 670 350 100 490 90 130 150 50 30 30 310 60 55 15 15 。

的

収 60 73 69 。150 150 480 670 350 100 490 90 130 150 50 30 30 310 60 55 15 15 10: 。
支

収支 L>. 60 ム73 L>. 69 120 e. 150 " 150 " 480 " 670 " 350 ム1∞" 490 L>. 90 " 130 " 150 L>. 50 L>. 30 ム30" 310 L>. 60 ム55 ム15 ム 15 ム 10: 。
責

金
単年度貴金収支 35 17 14 339 ム76 32 3 129 L>. 29 L>. 32 9 自 11 9 9 9 自 10 2 3 2 2 6: 11 

収
当年度末向都留保百 ム201支 L>. 184 L>. 170 169 93 125 128 257 228 196 205 213 224 233 242 251 257 267 269 272 274 276 284j 130 

一般会計借入金残高 4，276 4，276 4，276 4，276 4，126 3，976 3，496 2，826 2，476 2，376 1，886 1，796 1，666 1，516 1，466 1，436 1，406 1，096 1，036 981 966 951 941: 。
借 4，276 4，276 4，276 4，276 4，126 3，976 3，496 2，826 2，476 2，376 1，886 1，796 1，666 1，516 1，466 1，436 1，406 1，096 1，036 981 966 951 941 : 。
入

金 借入金利息残高 。。 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。l 。
。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。i 。

{注，)収益その他l立、 H20は特別利益2，247百万円、 H21は特別利益3百万円、 H23は特別利益5百万円、 H251ま特別利益3，467百万円を吉む。

(注2)運転経費は、H21は特別損長78吉万円、 H23は特別損失叫百万円、 H25は特別損失3，495百万円、 H26年は特別損失5，239百万円を吉む.

(注3)一般会計借入金等償還は、 H20.....221ま電車事準会計からの借入金償還600百万円、 H21は建設改良費13百万円、 H22は建設改良費9百万円を吉む。



4 参考 :3事業連結収支見通し
(単位.百万円・税抜き)

-一一---ー
H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H 31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 

収益 4，891 2，621 2，421 2，297 2，344 6，031 3，035 3，376 3，071 2，592 3，013 3，019 3，058 3，106 3，011 2，981 2， 988 3，266 2，913 2， 907 2，863 2，860 2，688 

電気事業 1，836 1，794 1，738 1. 711 1，767 1，815 1， 911 1，929 2，088 1，889 1，882 2， 297 2， 296 2，329 2，338 2，331 2，343 2，340 2，250 2，250 2，250 2，250 2，083 

工業用水道事業 658 676 523 418 436 453 563 576 592 566 564 558 556 554 552 550 549 547 545 544 542 540 537 

収 埋立事業 2，397 151 160 168 141 3，763 561 871 391 137 567 164 206 223 121 100 96 379 118 113 71 70 68 
益
的 費用 2，465 2， 625 2，265 2，328 2，213 6， 191 8，317 3，174 3，049 2，590 2，976 2，657 2，685 2，716 2，594 2，542 2，502 2， 746 2，454 2，436 2，370 2，341 2，312 
収

電気事業 1，726 1，677 1. 555 1，507 1，553 1，691 1，845 1，761 2，076 1，877 1，873 支 1，962 1，970 2，004 1，989 1，964 1，950 1，936 1，880 1，868 1，856 1，845 1，832 

工業用水道事業 626 743 589 556 556 722 798 707 637 605 606 563 550 528 511 501 485 477 475 、473 455 438 425 

埋立事業 113 205 121 265 104 3，778 5，674 706 336 108 497 132 165 184 94 77 67 333 99 95 59 58 55 

収支(経常損益) 2426 ム 4 156 ム 31 131 " 160 ム 5.282 202 22 2 37 362 373 390 417 439 486 520 459 471 493 519 376 

資本的収入 411 928 1，417 1，646 804 1， 187 3，607 1，686 1，285 1，681 1，688 309 299 200 200 200 200 200 。。。。。。3
電気事業 85 ， 289 559 350 280 890 3，300 1，365 940 1，383 1，383 。。。。。。。。。。。。
ヱ業用水道事業 326 639 858 1. 176 524 297 307 321 345 298 305 309 299 200 200 200 200 200 。。。。。

資 埋立事業 。。。120 
本

。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
的 資本的支出 1，293 1，939 2，514 2，535 1，839 2，001 4，805 3，370 2，512 2， 736 3，161 1，345 1，233 1，362 1，316 1，331 1，088 1，349 796 764 709 675 679 
収
支 電気事業 747 1，046 1. 436 1，215 973 1，369 3，838 2，182 1，630 2，146 2，147 729 622 741 832 929 713 745 527 533 539 545 544 

工業用水道事業 486 820 1，009 1，320 716 482 487 518 532 490 524 526 481 471 434 372 345 294 209 176 155 115 125 

埋立事業 60 73 69 。150 150 480 670 350 100 490 90 130 150 50 30 30 310 60 55 15 15 10 

収支 " 882 A 1.011 b. 1.097 " 889 D. 1，035 " 814 d. 1，19B D. 1.684 b. 1.227 D. 1，055 .d. 1，473 t:. 1. 036 " 934 l::.. 1，162 A 1.116 A 1.131 " 888 A 1，149 ム 796" 764 " 709 " 675 " 679 

金買 単年度資金収支 324 " 159 ム 151 124 ム 68 39 " 242 ム 34 184 " 152 ム 147 338 470 246 230 220 494 529 583 617 652 707 549 

1: 当年度末内部留保資金 2，570 2，411 2，260 2，351 2，283 2，322 2，080 2，046 2，230 2，078 1，931 2，269 2， 739 2，985 3，215 3，434 3，928 4，456 5，039 5，656 6，309 7，016 7，567 

企業債(一般会計借入金}残高 16，049 15，497 15，201 15，232 14，492 14，518 16.551 16，300 15，811 15，892 15，741 14，539 13.368 12，260 11，206 10，258 9，431 8，338 7，601 6，879 6，200 5，565 4，950 

※ 各事業特別利益、損失を含んでいる。

※ 企業債残高には埋立事業会計の一般会計借入金を含んでいる。

‘・• 
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2 用語解説



0電力システム改革

東日本大震災とこれに伴う原子力事故を契機に、電気料金の値上げキ需給ひっ迫下での需諸島調整、多様な

電源の活用の必要性が増すとともに、従来の電力システムの抱える問題点が明らかになった。

t このような状況を踏まえ、国では、エネルギーの安定供給やコストの低減の観点を含めこれまでのエネル

ギ一政策をゼロベースで見直し、@i:定供給の確保、②電気料金の最大限の抑制、③需要家の選択肢や事業

者の事業機会の拡大を改革の方針に掲げ、段階的(下表の3段階)に電力システムを改革することとしてい

る。

段 階 実施時矧 内 4時ゴF・ー

[第1段階] 平成27年 (2015年) 目途 -広域系統運用機関を設置し、地域を

広域系統運用の拡大 [2013年法案成立] 越えて電気を融通しやすくする

[第2段階] 平成28年 (2016年) 目途 -一般家庭でも電力会社キ料金メニュ

小売及び発電の全面白由化 [2014年通常国会〈認案提出予定] ーを自由に選択できる

[第3段階] 平成30年 (2018年)~ -電力会社の送配電部門を月IJ会組化し、

送配電部門の法的分離 平成32年 (2020年) 目途 送配電網を誰でも公平に利用可

小売料金の全面白由化 [2015年通常国会吋去案提出予定] -電気料金の規制撤廃

0再生可能エネルギーの導入拡大

平成22年6月に陸自警決定された「新成長鞠匂と「エネルギー基本計画」において、再生可能エネノレギ

ーの導入拡大は地駒田節凶策、エネルギー自給率向上、エネルギー源多樹色、環境関連産業育成等の観長

から重要であることから、 2020年度までに一次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの割合を1

0%まで拡大する方針が示されL再生可能エネルギーの固定価格買取制度などの導入が対策として掲げられ

ている。

0再生可能エネルギーと新エネルギー

再生可能エネルギーとは、太勝巳・風力・水力など、地球温蘭七の原因となる二劇じ炭素の排出量が少なく、

使し糠けても枯渇しえどい自然由来のエネルギーであり、「エネルギー源として永続的問1]用することができると

認められるものJ として、エネルギ~供給f荷量高度イ凶去において規定されてし、る。

新エネルギーとは、再生可槌エネノレギーのうち、太勝巳・風力・中小水力(かんがい、利水、砂前等の工作

物に設置される出力 1，000剛 1以下のもの)など、まだ術的に実用化段階に達しつつあるが、経洲I生の面から普及

が十分でないもので、石油に代わるエネルギーの導入を図るために特に必要なものであり、実用化段階に達し

制調樹て力発電明間開発脚皆にある波力発電は新エネルギーには指定されていな凡

0再生可能エネルギーの固定価格買取制度 (F1 T制度)

再生可能エネ/レギーは、他の電源と比べて効率が悪く、己ストが高いので、そのままではなかなか普及が進ま

ないため、電力会社等による買取価格・期間を国が定め、再生可能エネノ同一により発電された電気を電力会

社が買うことを義務づけることで、再生可能エネノい苧ーの導入を促していくという取組み。(平成24年7月1日か

ら施行)

<制度の目的〉

(1)国産エネルギーとして、エネルギー自給率がアップする二と

(2)C02の排出が少なく、地調苛副妥化対策を進めること

(3)日本の得意な技術を生かせるため、日本の未来を支える産業を育成すること

く固定価格買取制度の倣Eみ>

再生可能エネルギ一発電者が発電した電気を、電力会社に一定の期間・価格で買い取ることを義務づけるた

め、設備投資など、必要なコストの回収の見込みを立てやすくなり、新たな取組が促進される。 電力会出2買い

取る費用は、電気を使期する皆さんから、電気料金とあわせて、「賦課金」という形で集められる回目み。



Oとっとりグリーンウェイブ

鳥取県の緑の豊かさ、環境の良さを全国にアピールし、自ら行動する県民運動で、自然を活用した多様な再往可

能エネ.Jl々、ーの開溌等に取り組んで=いる。

0とっとり次世代エネルギーパーク

再生可飽エネルギーをはじめとした次世代のエネルギーに、実際に国民が見て自財もる機会を増やすことを通じ

て、地獄諜競走調和した将来のエネルギーの在り方に関する覇軍の増進を図る計画隆経済産業省が認定するもの。

次世代エネルギーパークは、今年度に認定を受けた本県を含めsv;成25年度までに全国で56件が認定されてい

る。

0総括原価方式

適切な原価に一定の利潤を上乗せし料金を決定する方式公営電気事業者は現備リ度(電気事調去)にお

ける f卸供給事業者Jに位置付けられており、この総括原価方式による料金設定が適用され原価へLλでの売

電料金が喉証されるため安定経営が確保されてきた。

0新電力 (PPS)

特定規模電気事業者の賂私 (PPS: Power producer and Supplier)電力自由化の促進を図るため平成

1 1年の電気事帯去改正により創設された事業者で、特定規模の電気の需要家 (50kW以上の高圧電力の

知情)に対し電力会社の送電網を利用して電気の供給を行う。

0目標電力量

電力会社と電力受品得税甘を交わす際に、電力会社に供給する電力量を定めたもの。

本県企業局においては、過去の発電実績を基に設定され、 2年毎の電力受給契約更新時に見直しを行って

いる。

0アセットマネジメント

アセットマネジメントとは、水力発電施設等を資産(アセット)として捉え、施設の損傷・劣化

等を適切に把握し、施設の適正管理と計画的・効率的な維持・更新を行うことにより、施設の長寿命化と維持・更新

費用の平準化を実現し、利益の最大化を図ることを目的とする資産管理方弘

0停止電力量

停止電力量とは、発電所の点検や工事などにより生じる発電停止期間において、通常であれば発電できた電

力量である。

電力封土との尚古契約において、年間の停止電力量枠が定められており、年聞の停止電力量がその枠を超過

した場合には、越晶した電力量に応じて基本科金が誠顧される。

Oエネルギーセキュリティー〔エネルギー安全保障)

市民生活、経済産業活動のために必要不可欠なエネルギーを合理的な価格で安定して綴織豹に確保すること。

日本のエネルギ一倍輸入に頼っており、海外街字率が8害lを超え他国に比較して闘車なエネノレギー供給構造

である。

このことから、国産エネルギーで、ある再生可能エネルギーのウエイトを高めることは、エネルギー自給率を

向上させ、エネノレギーセキュリティーへの貢献に繋がる。

0多目的ダム

治水(洪水調節)・利水(水力発電・かんがい・工業用水など〉等、複数の機能を兼ね備えたダム。
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071<利権

流水占用権を一樹旬に水車i践という。間11等の流水を縦紺旬、捌酬に取水し、利用する樹応電気事業

においては発電に利用するため、工業用水道事業においては工業用の水道に利用するため、各事業で水利権

を取得している。

0責任水量制

責任水量制とは、工業用水道の安定供給を市街寺するための制度であり、契約水量をユーザー企業の皆様に

責任をもって引き受けていただくという趣旨のもとで、実際の使用水量が契約水量より少ない場合でも契約

水量分の料金を支払っていただく料金体系のことで、全国の工業用水道事業者の約9割で採用されている。

0契約水量

ユーザー企業からの申し込みに基づき知事が承認した1日当たりの予定使用水量であり、給水料金の算定

の基礎となるもの。

0基本使用水量

1日の各時間における予定使用水量のうち最大のものに24を乗じて得た1日当たりの予定使用水亀

Oリサイクルポート

リサイクルポートとは、広域的なりサイクル施設の立地に対応した制閥均流ネットワークの胤保となる港

湾であり、平成23年 1月までに境港など全国22港が指定されている。

青長町繭流とは、人の血管に例えて、製品系の輸送を動即敵流と表現するのに対し、生産や消費活動で発生し

たものの輸送を表現したもの。

0国際貨客船ターミナル整備計画

境港管理組合が国土交通省の「先離婚民連携支援事業Jを活用して、竹内工業団地の南地区において乗客

3， 000人 (13万トン級)級の大型クノトズ客船方2係留できる規模のターミナル鐙備を計画しているもので、

全長370m、水深10mの岸壁!T;整備なとeを予定し、平成27年度の事業化を目指すこととしている。

ターミナル周辺には、乗客や観光客の交流空間となる物販キ飲食などのアミューズメント施設守勢港の特性

を活かした水搬官の設置も構想されており、夢みなとタワーなどの既存被設も含めた交椀曲目、として新たな賑

わいの創出が期待されている。

0内部留保資金

減価績却費などの現金の支出を伴わない経費により蓄積された損益勘定留保資金や積立金などの利益剰余金

として企業内部に留保されている資金のこと。

0経常収支比率

経常収支比率とは、経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを表す指標であり、この比率

が高いほど経常利益率が良いことを表し、 100%を超える場合は黒字となる。

経常収支比率=経常収益÷経常費用 X100

0単年度資金収支、実質資金収支、資本的収支の不足額

単年度資金収支とは、収醐旬収支の実弾甘資金収支から資本的収支の不足額を差し引いたもので、減価償却

費等の現金支出を伴わなし、費用を除いた単年度の資金収支のこと。

(単年度資金収支 =実質資金収支資本的収支の不足額)

実質資金収支とは、収益的収支において、減価償却費等の現金支出を伴わなし噴用を除いた収支であり、資

材旬収支の不足額の充当財源となる。

資本的収支の不足額とは、資本的収支において、国庫補助金や企業債等の資金収入由主発電・工業用水道施設
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等の建設改良費キ企業債償還金等の支出に対して不足する額のこと。

0収支状況における勘定科目

-総収益=営業収益(主たる営業活動から生じる収入)

+営業汐卜収益(財務収益や主たる営業活動以外から生じる収入)

+特自l坪1]益倒撹拍告ではない一時的な収入)

・総費用=営業費用(主たる営業活動のた珍生じる費用)

+営業外費用(財務費用や主たる営業活動以外のための費用)

+特別損失(事業の通常の経営に伴うものではない費用)

-営業訴U益=営業収益 営業費用

・当年度新刑益(損剣 =総収益 総費用

0資産、負債及び資本の状況における勘定科目

・固定資産・有形固定資産(土地、建物、工作物等)、無形固定資産 ω州路、ダム使用権等)及び貸付金等

のこと。

-流動資産:当座資産(現釘頁金の他、短期間で現金化できる資産)及。澗卸資産のこと。

・固定負債"'負債のうち償還期限が1年以降に到来するもの。

なお、将来の特定の費用等に充てるためのi国語非合与引当金と修繕準備引当金もこれに分類される。

・流動負債:未払金や前受金等のうち償還期限が1年以内に到来するもの。
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1 趣旨

本委員会は、鳥取県企業局からの付託を受けて「鳥取県企業局経営改善計画(平成23年度~平成 25

年度)J (以下、「計画」という。)に定められた「経営(数値)目標」に対する達成状況の評価を行った。

評価は、電気事業・工業用水道事業、埋立事業及び共通事項の各事業別に定められた「経営目標」を達

成するために取り組まれた具体的な事業等を個別に検証した。

具体的事業の評価を踏まえ計画の総括的評価を行うとともに、明らかとなった課題やその対応に対する

方向性についても言及した。

現在の鳥取県企業局は、工業用水道事業における契約水量の減少や施設の老朽化、さらに埋立事業にお l 

ける多額の負債など、非常に困難な課題に直面している。更に、電気事業における国の電力システム改

革への対応も求められ、企業経営的感覚がより求められる。

本報告書をもとに鳥取県企業局がさらに検討を重ね、今後とも計画的・継続的に経営改善を進めること

により公営企業としての役割を果たし、県産業経済の振興に一層貢献することを期待するものである。

2 計画の目的・概要

本計画は、鳥取県企業局を取り巻く環境の変化やこれに伴う経営上の課題等を踏まえ、中長期的な視点

に立って、計画的かつ効率的で透明性の高い企業経営を進めるための取組方針を定めることで、持続可

能な経営の確保と産業関連公営企業としての使命を果たすことにより、県産業経済の振興に貢献するこ

とを目的として策定したもの。

項 目 概 要

計画期間 平成 23~25年度の 3 ヶ年

経営ビジョン 持続可能な経営、地域産業及び環境保全への貢献

経営方針 持続可能な経営の確立、適正管理と安定供給、環境や地域社会への貢献、組織力の向上、情報公開

計画達成状況 -達成状況について 1年ごとに検証を実施
の検証・評価 . 2年間経過後には外部委員による評価、情報公開

3 計画における経営目標

( 1 )電気事業

供給電力量の増加と経営の効率化、発電施設の適正管理と安定供給、地球温暖化対策・地域社会への

貢献

( 2)工業用水道事業

安くて豊富な工業用水の利用拡大、持続可能な経営の確保、施設の適正管理と安定供給

(3)埋立事業

販売戦略による積極的な分譲促進と企業誘致、収益の向上と借入金返済

【数値目標]

IR づ5- 指 標 H23 H24 日25

供給電力量(万MWh) 1 5. 7. I 1 5.8 1 7..0  

酸 化 炭 素 排 出 削 減 9.0 万トンーC02/~三
餐主 停 止 電 力 量 の 縮 減 3，892MWhιλ戸苛
気

発 電 コ ス ト の 削 減 2事も♀J._j二

経常収支比率 109%  

二E 菊干 芳Z 鳥取地区 3，000m3
/ 日

業 需要開拓 日臣手)11 1，200m3
/ 日

用
運営経費の削減 5%以上オ丈

連主 経常収支比率 6 7 ~も 7 1 '3も 74ちも

主呈 ゴ二黄色<T.>壬5-霊褒 (ha) 1.0 2.2 2.2 

主工 ー般会計借入金償還〈億円〉 1.5 3.0 

-1ー



4 企業局を取り巻く環境の変化

企業局は、「経営改善5ヶ年計画{平成 18年度~平成 22年度)Jや「鳥取県企業局経営改善計画(平成

23年度~平成 25年度)J (以下、 f第1期計画Jという。)に基づき、経営の健全化・効率化に向けた

，取り組みを進めてきた。

一方、国においては、再生可能エネルギーの導入のための支援策である固定価格買取制度の導入を検討

している中、平成23年 3月に発生した東日本大震災による原子力発電所の事故を受けて、エネルギー

施策の見直しを加速化させ、企業局、電力会社等を取り巻く環境は大きく変化してきた。

また、長引くデフレからの脱却や経済再生を目指して安倍政権が発足してから約 1年が経ち、『民間投

資を喚起する成長戦略Jのく三本の矢>により、経済再生に向けた諸施策が推し進められ、我が国経済

に明るい兆しが見え始めているが、本県への企業立地は依然大きな進展が見られず、景気回復の効果の

本県経済への効果は限定的であるのが現状である。

( 1 )電気事業

平成24年 7月に「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達Iこ関する特別措置法に基づく再

生エネルギーの固定価格買取制度J(以下、 fFI T制度j という。)が施行され、全国的に再生可能エ

ネルギーの導入に向けた動きが活発になるとともに、政府における「電力システム改革j では、総括原

価方式による電気料金制度、発送電分離等の見直しが検討されており、順次、法案化される予定である。

国の動向も注視しながら、「とっとりグリーンウェイブJの一環として再生可能エネルギーの導入促

進に努めている。

( 2)工業用水道事業

長引くデフレや円高の影響から製造業の国外への移転が進み、県内の一部製造業においても移転、事

業縮小を余儀なくされた。

安倍政権における積極的な経済政策の下、多少の明るい兆しは見えつつあるが、工業用水を使用する

企業立地は伸び悩んでおり、さらに工業用水を供給しているユーザー企業からは、コストの削減や水リ

サイクノレ技術の向上などを理由とする減量要請が続いている。一方では、新規ユーザー企業からの給水

申込みやパイオマス発電事業に対する給水要請など、明るい兆しも見られるが、需要減を補うには至っ

ていない。

( 3 )埋立事業

竹内団地地域においては国際ブエリー貨客船ターミナル整備計画の策定に合わせ、水族館や大型商業

施設など隣接の夢みなとタワー等を含めた周辺の新たな交流・賑わい拠点づくりが検討されていること、

及び、「鳥取自動車道Jと F米子自動車道Jの全線開通や「山陰道J、「山陰近畿自動車道」など県内の

高速道路ネットワークの整備が着実に進展するとともに、米子鬼太郎空港にスカイマークが就航するな

ど、着実にインフラ整備が進みつつあり、企業誘致に有意な立地環境や社会資本整備が進展しているこ

と等から、未分譲地が多い竹内団地のポテンシヤルは徐々に高まりつつあると考えられる。

5 経営目標の達成に対する評価

計画においては、持続可能な経営、地域産業及び環境保全への貢献を経営ピジョンに掲げ、①持

続可能な経営の確立、②適正管理と安定供給、③環境や地域社会への貢献、@組織力の向上、⑤

情報公開を経営方針として、具体的な経営(数値)自標の達成に取り組んできた。

( 1 )総括的評価

事業環境が厳しい部門については徹底的な合理化をはかりつつ、電気事業のような新規建設事業があ

る部門との双方を抱えて多面的な経営を迫られる中、総じて目標を超える実績を達成しており、着実な

経営改善を進めてきたものと認められる。

電気事業にお吋る新規発電所の積極的な建設、埋立事業では懸案であった崎津工業団地におけるメガ

ソーラー事業への長期貸付と知事部局への移管、それに伴う多額の長期債務の解消など大いに評価され

る点もあるが、工業用水道事業においては、給水需要の減少に伴い経常損益の赤字が続くなど大胆な見

直しが求められている。
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個別事業をみた場合には、次期経営改善計画においても一層の努力が求められる項目もあるため、今

後とも企業経営的感覚を持ちつつ計画的・継続的に経営改善を進めることが望まれる。

(2)電気事業

計画では、供給電力量の増加と経営の効率化、発電施設の適正管理と安定供給、地球温暖化対策・地

域社会への貢献を経営目標として取り組んできた。

自然エネルギーへのシフトの流れを受けて、小水力発電や太陽光発電など、鳥取県のエネルギー資源

に即した発電開発を積極的に行い、経営目標に掲げた供給電力量の増加や、停止電力量の縮減などの具

体的な数値目標はほぼ達成されており、積極的な経営を行うことにより全体的に経営目標は達成したも

のと高く評価される。

今後、施設の状態を客観的に把握・評価し、中長期的な施設の状態を予測するとともに、最適なアセ

ットマネジメント(施設の管理・運用)を行い、施設の延命化に努めていくことが必要である。

【評価結果】

区 分 結果

。|よく出来ている 1 

01出来ている 1 0 

ム|実施中 4 

xl出来ていない(不十分) 。
言十 1 5 

<数値目標に対する実緩>
世給電力量 -酸化鹿素排出量削減

年度 (万MWh) {万トン co2/年)

目標 実揖 達成率 目標 実摘 達成率

H23 15.7 (7.6 112.1今色 9.8 108.9% 

H24 15.8 16.0 101.3崎 9.0 9.2 102.2% 

H25 17.0 16.5 97.1% 9.5 105.6% 

百十 48.5 50.1 103.3帖 27.0 28.5 105.6% 

※H25は見込み

(注)
経営目標に対する具体的取組状況についての
評価委員会による 4段階評価結果。
(詳細は資料1を参照)

!停止電力量出の縮減 尭電コストの削減 経常収支比率

(MWh) (H22年度決算との対比) {収詰/費用)

目標 実摘 達成率 目標 実績 達成率 目標 実摘

5.068 69.8% 0.1阻 5.0% 113.5% 
3.892 

1. 819 153.3事告
2% 

3.8同 190.0% 
1凹同

113.7今色
出向 以上 以上

6.676 28.5% 110.3<J，唱

11. 676 13.563 83.8崎 109% 112.5% 

達成率

104.1帖

104.3同

101. 2% 1 

103.2拘 l

※停止電力量発電機の故障等により発電できなかった電力量。 3，892川仏以上停止した場合は基本料金の減額措置が

ある。

<整備済みの発電所>

発電種別 箇 所 名 予定出力 (kW) 発電量 (MWh) 運転開始年月

企業局西部事務所 200 210 H25. 5 

太陽光 FAZ倉庫 500 574 H25. 10 

企業局東部事務所 120 128 H25. 12 

袋川発電所 1， 100 5， 046 H23. 6 

小水力
H25. 9 賀祥発電所 260 1，345 

計 2， 180 7， 303 

水力発電所の適正管理による 100年運転を念頭に計画的な修繕、改良工事を実施した。

く主な工事>

・中津ダム没諜工事 132百万円(消費税抜)

-若荷谷ダム監視カメラ設置工事 5百万円( 11) 

・日野J11第一発電所導水路修繕工事 94百万円( 11) 
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(3)工業用水道事業

安くて豊富な工業用水の利用拡大、持続可能な経営の確保、施設の適正管理と安定供給を経営目標と

して取り組んできてい、る。

経営の合理化に対しては、人員や運転経費の削減など一定の経営努力も認められるが、経営目標に掲

げた新規需要開拓については、数値目標に遠く及ばず経営目標が達成されたものとは評価できない。

鳥取地区の施設の本格運用開始やユーザー企業に対する初期投資費用に対する助成制度(鳥取県工業

用水利用促進補助金)の創設など評価できるものもあるが、そのことが新規需要の拡大、給水収益の向

上に繋がっていない。工業用水に関する PRや企業訪問などの企業努力が十分で怯ないと言わざるを得

ず、今後、企業開拓の手法の見直しを含め積極的に取り組む必要がある。

老朽化した施設の計画的・規則的な機能維持を図るため、修繕費を平準化できるよう長期修繕計画の

策定を行う等、更なるアセットメネジメント体制の構築を行い、施設の延命化に努めていくことが必要

である。

後述するように、産業基盤のーっとして工業用氷道事業が担う役割は大きいため、今後も持続可能な

経営に向け何らかの抜本的方策を検討すべきである。

【評価結果】

区 分 結果。よく出来ている 4 。出来ている 2 

ム 実施中 5 

xi出来ていない(不十分} 2 

言十 1 3 

く数値目標に対する実績>

軒規需要開拓(，，1/回)

年世 鳥取地匡 自野川地区

目領 実績 達成率 目標 実績

H23 o (0社) 800 (4宇土)

H24 1.100 (7宇土) o (0社)

ド子
3.000 36.7% 1.200 。(0t土) 200 (1 千土)

1.100 (H土) 1.000 (5宇土)

<定数削減状況>

(注)

経営目標に対する具体的取組状況についての
評価委員会による 4段階評価結果。
(詳細は資料1を参照)

運転経費回削減 経常収支比串

(H22換算との対比) {収益/費用)

達成率 目標 実績 達成率 目標 実績

5.81}色 116.0田 67覧以上 75.2% 

5% 
11.0% 220.0蝿 71崎以上 78.4% 

83.3号も 以上

74軸以上 77. 3.色

71%以上 77.0% 

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 削減数計

8I  6. (2) I 4 (2) I 2 (2) I 6. 

※(  )内は前年度の人員からの削減数

(4)埋立事業

達成率

112.21}也

110.4% 

104.5拍

108.5% 

計画では、販売戦略による積極的な分譲促進と企業誘致、収益の向上と借入金返済を経営目標として

敢り組んできた。

企業誘致を進めるには困難な状況が続く中、長年の懸案であった崎津工業団地へのメガソーラー発電

事業への長期貸付とそれに伴う一般会計への移管、また、みなと温泉館の売却処分等により、経営目標

に掲げた土地の分譲(長期貸付)については数値目標を大きく上回り、一般会計からの借入金の償還も

可能となったことから、経営目標は概ね達成したものと評価される。

一方で、地道な営業努力も行われてはいるが、企業訪問件数が年々低下していることは問題であり、

関係機関と連携しつつ企業局として独自の戦略のもと企業誘致に当たる必要がある。

一般会計からの借入金は、早期に償還することが期待されるが、企業誘致の成果と密接に関係するこ

とから一般会計との連携と理解のもとに着実に進めるべきである。
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【評価結果】

区 分 結果。よく出来ている 1 。出来ている 4 

ム 実施中 4 

x_1出来ていない(不十分) 。
計 9 

<数値目標に対する実績>

年 度
土地の新規分重量 (ha)

目標 実績 達成率

H23 1.0 O. 9 90.0% 

H24 2.2 25.2※ 1145.5% 

H25 2.2 0.2 9.1% 

計 5.4 26.3 487.0% 

(注)

経営目標に対する具体的取組状況についての
評価委員会による 4段階評価結果。
(詳細は資料1を参照)

一般会計借入金償還(億円)

目標 実績 達成率

1.5 1.5 100.0% 

3.0 1. 5 (予定) 50.0% 

4.5 3.0 66.7% 

※崎津地区工業団地24.5ha、竹内工業団地O.7ha (いずれも長期貸付

(5)共通事項

計画では、組織力の向上、情報公開を経営目標とし、人材育成の充実、財務運営の明確化などに取り
組んできた。
公営企業制度や企業経営のあり方については全職員が十分に理解しているとはいえないため、引続き、

将来にわたった計画的な人材育成や組織力の向上を図ることが必要である。

公営企業会計制度の改正への対応については、定着するまでの聞に関係職員の知識・ノウハウが蓄積
できるよう研修機会等を積極的に確保することが必要である。

電気事業から工業用水道事業への貸付など企業会計間の資金融通は合理的な手法の っと考えられ
るが、その運用は厳格に行われるべきであり、安易な運転資金の補てんは避けるべきである。
企業局は一般県民にとって縁遠い存在であることから、県民への露出度を高める工夫をするなど県民

に身近な存在となる努力が必要である。また、健全経営のためには、ユーザー企業との問で定期的な会
議等において積極的に経営状況を開示するなど情報公開を一層進めることが重要である。

【評価結果】

区 分。よく出来ている。出来ている

ム 実施中

× 出来ていない(不十分)

計

6 今後の課題と対応

( 1 ) 総論

結果

3 

1 1 

3 

2 

1 9 

(注)

経営目標に対する具体的取組状況についての
評価委員会による 4段階評価結果。
(詳細は資料lを参照)

公共の福祉の増進といった公営企業の本来の目的に照らしながら、収益性のある部門と不採算部門と

のバランスを図りつつ、サービス提供のあり方やアセットマネジメントによる施設の適正管理の方策等

を検討し、今後とも計画性の高い企業経営を行うことが望まれる。

( 2)電気事業

「とっとりグリーンウェイブj の一環として再生可能エネルギーの導入促進に努めるべきであるが、
その際には、企業局が電気事業を行っていく意義を整理するとともに、国の電力システム改革の動向に
も注視しながら、長期的な視点のもとでの戦略を構築することが必要である。

洋上風カ発電や地熱発電の事業化の可能性については、採算性だけでなく最新の技術動向や実証実験

の状況を整理した上で検討すべきである。
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く今後整備予定の発電所>

発電種別 箇 所 名 予定出力(kW) 年間発電量 (MWh) 運転開始(予定) I 
鳥取空港 2，000 2，288 H27.3 

太陽光
竹内西緑地 1，250 1，517 H27.3 
天神浄化センター 1，500 1， 710 H27.3 
鳥取放牧場 100 122 H27.3 

横瀬川発電所 195 1， 632 H27.10 

小水力
加谷川発電所 150 1，250 H27. 10 
若松川発電所 150 800 H27.10 
私都川発電所 220 1，349 H29.3 
計 5， 565 10，668 

(3) 工業用水道事業

ベースワークとして、東日本大震災を踏まえ、工業用水道に施設対する耐震化の必要性や大規模な修
繕の重要性が高まっていることから、修繕計画の見直し、水利権を治水等に転用することや未利用水を
活用した新たな収益確保の方策や契約水量の見直しも含めた料金制度についての検討を引き続き行って

いくことが必要である。

工業用水の供給は、県経済にとって大きな意義がある事業であるが、施設規模と用水需要のバランス

が崩れており、過去の投資による膨大な債務が存在し、当事業単独での収支確保は見込めない状況にあ

る。現状は、一般会計からの逐年支援や電気事業会計からの補填で凌いでいるが、一般会計からの支援

の制度化、コンセッション等の民間経営手法の導入の検討等の抜本的対策を講ずる必要がある。

(4) 埋立事業

工業団地が立地する境港は国際物流拠点としての機能を拡充しつつあり、現在、国際フェリー貨客

船ターミナル整備計画の策定に合わせて、水族館や大型商業施設など新たな交流・賑わい拠点づくり

も検討されており、地域経済の発展に大きく影響を与えるものといえる。

一方で、「鳥取自動車道Jと「米子自動車道」の全線開通や「山陰道」、「山陰近畿自動車道」など

県内の高速道路ネットワークの整備が着実に進み、米子鬼太郎空港にスカイマークが就航するなど、

着実にインフラ整備が進みつつある。

これらの社会経済情勢や立地環境、社会資本整備が進展しているこの時期を捉え、関係部局等と緊

密に連携しがら、境港の地域ポテンシャルを活かし、水産加工・健康食品、リサイクル、国際物流関

連、さらに企業のリスク分散への対応など¥積極的な企業誘致に取り組む必要がある。

(5 )共通事項

【人材育成の充実】
企業局の職員は、公営企業の事業運営に対して常に経済性や先進性が求められる中にあって、民間

企業と同様の経営感覚が求められることから、従来にも増して企業経営者や有識等を講師に招いた実
践的な研修などを通じて、人材育成の充実を図り、経営感覚の醸成や新たな発想や価値を生み出す人
と組織づくりが必要である。

【会計制度改Eへの対応】
地方公営企業会計制度の変更に伴い会計基準が大きく見直され、平成26年度の予算及び決算から

適用されることとなっており、低価法の義務付けへの対応、退職給付引当金への対応等の移行作業を

円滑かつ適切に進めることが必要である。

【次期経営改善計画の策定】
本計画の最終年であることから、本委員会において現計画を検証・評価した上で、平成26~28

年度を計画期間とする、新・経営改善計画(仮称)を本年度中に策定すべきである。

また、現在の評価方法は実績に基づく評価となっており、成果が挙がっていなくても目標を達成し
たこととなってしまう。次期計画の評価には実施した結果がどうであったかを評価する成果基準を導

入すべきである。
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経営目標の達成状況及び経営健全化の具体的取組状況に対する評価 |間1寸

【電気事業】 |評価 。よく出来ている O出来ている 企竺塑竺 x出来ていない(不十分) I 

経営健全化の具体的取組
平成23~25(具年体度 (12月末まで)の実績 事評務価局 委評員価会経堂目標

肉 容 的取り組み)
評価由説明 各委員の意見

ア 眠と荷経電営力の量効率の増化加 ①量供給の増電加力 -供給電力量 H23:17.6万酬h、 。 2年す聞の目標は達成、 3年目も継続実

と二酸化
H24: 16.0万MWh 施る

炭量素削排誠出 -袋川発電所由運転開始(H23.6予定) -袋川発電所の運転開始 (H23.6. 30) @ -計画どおり運転開始した

-運転開始時期が遅れたが、運転開始し 縮-供誠給等電れ、目全標力る量体。をの+的増に加積に極違や、的電な経力た運営も転のを行ロスっのて
た おり、さ 分成し と高く

-賀目祥標)うfム小水力発電の開発(H25.4
〔遅れた理由〕元入にと①対札かと田工がらし事協て不時議の地落間ための進入路が

評価
，供給電力量の増加 -賀祥発電所の運転開始 (H25.9. 2) 。

(札町。と②道な、)町工っ使ゃ事た用 元から条を件 出さ 地 に時間な 要し -杏成項実され行目とも、具体的な数値大き目標は営ほ努ぼ
た の 札をとり、再入 違 ており、この間、 な経
札 こ 問要した. 力を したものと考えられる。

H23 1 5. 7万MWh 誼士主盟り掴盈
があ-一見り部、られ特、水段るがの力発問、事電題情所はの管理面でやや遅延-運転開始時期が少し遅れたが運転開始 ヤム得ないので

-西部事務所太陽光発電所由運転開始 した 聞 ないをものと思料もされ
H24 1 5.8万MWh (H25. 5. 2) 

。 [遅れた理由]配が電必機要器の需要増加によ る.
り、不測の納期 となった 。

-軍部事務所太陽光発電所の運転開始 -計画より 3ヶ月早く運転開始した. -目標り紐値みの達も積成極が出来ていることや新た
H25 1 7.0万MWh @ な取 的に進められているこ

(H25. 12. 2) とが評価できる.
'FAZ倉庫太陽光発電所の運転開始 。

-計画どおり運転開始した

(H25. 10. 2) -さらに突発的な故が障にれ時簡を要するも

-供由給削減電力量相当の一酸化炭素排出量 '2年聞の目標1;1;達成、 3年目も継続実
のの全般的に改善図らている。

二酸化炭素排出量削減 -削減量 H23 : 9.8万トン、 H24: 9.2万トン 。
施する -メンテナンス体制の整備・拡充が必

• C02の削減量l立、 0.55EKl立g-、C082/kWhで
要。

計(H算23しており、厳密に 7万トン
-運転開始の遅れや実原が施望因できなか具った体項的

). 8.8り万まトすンが(H、24約)、 9.4万トン 自については、その や理由を

H23-25 拍9.0万ト:，，-C02/年
約9.0万トン C02削減(既存水力7、風

(既存水力7.風力1、袋川1) (H25)とな 9.0万トンとし に明らかにすること ましい。
力1、上記発電所2) ていた

-年間発電量は、 H24年度よきCOり〈2H削な23減っ年量た度のの
方実が績多もHか23っ年た度このと方かがら大、

@停量率と止発のの縮電電向混効上力
停止電力量 H23: 5.068酬h、 • H23はホパホルがあり、目標違が

0停止電力量の縮減 。 達成できなかった、 H24は目標を
停止電力量の縮減 H24: 1.819MWh 成、 H25も継続実施する

-事転故時等の迅速な点検・修繕による運 H23、H24 。

停止時聞の短縮 -風力発電所作由業落雷時の迅発速な故実障施復 -故障復旧、復旧作業白迅速な発注を実
-若干ものト考ラブルがあったが、ほぽ想定旧、復旧 の迅速な注を 施した

年枠間停止電力量 H25 ム 内ののと えられ、特段の問題はな

-風車Z号す機るの軸受が故障し、復旧に時 い。
H23-25 

肉(3.892川 h)以 聞を要 x -早・期風復車旧に努める
-加地発電所導水菅の漏水があり解決に

2号機のがはに復、時あ漏間旧りには特殊ウレーン時間を要した
の手配など 水時を要聞量がを要少すなる

-加地発特電所定 くて
箇所の した

電気ー1



【電気事業】 |評価:@よく出来王示孟 出来ている ム実施中 メ出来ていない(不十分) I 

経営健全化の具体的取組
平成23.'25年度体 (12月末組みまで)) 由実績 事評務価局 聾評員価会経営目標

肉 容 (具的取り
評価の説明 各委員の意見

'1オ時越道ーにバ実・導ー施水ホ路ー等Jレ修時繕等工の事長を期水発車電発停電止機
。

-工事繍等の取同時り組実施だを行い、停止電力量
H・23新実を幡水施郷車発発電電所水ー圧鉄パ管内面塗装工事等 の減に ん

機オ ーホーJレに併せて

-春米発新川電所隆路を道健同健時全全度調査と所内変圧
器工事 に施

. IJ、更原 導水 期度調実査の実施時期調
整 (H23...H24)

-中時期津ダム滋諜工事由工法毘直しと実施
調整 (H23-24→H24)

. ，民草発延電伸機(1オ2年ーバ ホ ル.実塗施装等の H23 @ -周期延伸 (12年周期)の針画とした
周期 周期)の継続 -新幡塗施郷装発電所オーパーホール、ホ圧鉄

官 ぬ周期延伸(12年周期)の継続

H2実4 

• H25. 2定の交中渉国に電お力い側てと.のH25・2電66年年所度度の実料オ
章改 、佐治発
ーパーホール (12年周期れ、H2
施}を要求し、認めら た

新たな取り組み 。-停り組止み電力量の縮た減にあたり.新たな取
-新幡底流郷入発時電所における豪雨時(大量土 を始め
砂徹 )白取水停止の再jレール化と

-予改S良E要、求修時に、年間計停止電力量枠内の
緒、委託函であるか審査

O発電効率の向よ

-取水口、導水使路等の的確び供な巡給視電管理 H23 。
-迅加発発これ速に電電努所な所に土基め由ご砂運たづと撤転のき去により供給電力量の増

による発電用水量及 力量 -柔施軟な予算対応で迅速に土砂撤去を実
の増加 については、保守を基整準備や

-ずム管理等における専の充門非常勤職員の 保翼施守マエュアル し
配置により巡視管理 実 している

-梅雨下台に風よ時りの降発雨電の放貯流水にをよ徹る底ずム水 H23 。
位低 -台風6前号放制23.6.19)中時津等ザにム発)電によ

る事 流を実施(
H24 -台風前にダム水位を低下させた事によ
-台風4号 (H24.6. 18)、台風17号 り降雨の貯水を行った
(H24.9.30) 

時(中に津発タ電.ムに)よる事前放流を実施

発電コストの島'1誠 I Q)発ト電コス -発電コストの削減 H23:0.1% 。'2年目は目標を達成‘ 3年目も継続実 -コスト節減効果がみられ、目標値由逮
の削減 H24 : 3.8覧 施する 成ができた.

I "23-25 J 2"以上削減 | -早期発注、積算方法の見重し 。
H23 -見直しを実施した -落札率が高いのではないか。

-尽力発電1社保応守点検委託の競争性確保
ム(従幡来 札-2社応札)

新 郷直発電所オ定ーバーホールの入札方
法見落 l.. (予 価格を非公開とした)
( 札率0.99-0.97)

電気-2
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【電気事業】 |言価・ 0よく出来ている O出来ている A実施中 三出来てい郎、(不十分) I 
経営健全化の具体的取組

平成23-25年度体 (12月末まで}の実績 事務局
委評員価会経営目標

向 ー廿 [具的取り組み) 評価
評価の説明 各委員の意見

-定期的な修繕工事や保守・点検の周期 H25 x • H25年度内に整理する -早急に検討・整備すること。
延伸 -発電所の点検について、点検項目と周

期の見直しを検討

-修の繕縮工減事等のー括発注による諸経費 H23 。
-一積職括算員発には注を当行った

-春米括1発即発電発所所内変圧器と所内電力量計 担者が作成するがが、複数の

新等をー 注
職 より精査しチエッウしている

幡 電所等における土砂撤去工事
の括発注

H24 
-若荷苔ダム、中津タ.ムのゲート点検雲
託由一括発注

-沈砂池から撤去した土砂町公共工事
H・23新、幡H2郷4発電所沈砂の流池の撤去土砂の販

。有効利用を行った
への活用や他用途への有効利用

売‘公共工事へ 用

l④経比常率収の支 -供電向給効上電率力量増加、停止電王常力収量支縮比減率・発の
-経常収支比率 H23:113.5% 。• H23. H24白目標は達成した

向上等による経 H24:113.7% H23......251 1回覧
向上 。

|酬業の構務率体築的制立
H23、H24 。-昆直しを実施した

-技巡感融よ視術覚雪る職企養点時画検員成に基の部お経準門け等の見画・部技直し

-巡視点検基準白見直し (H23.4. 1) 
営充企 門への記置に

-技術企成職蘭(H部員23由経充1実)宮企困部門への配経置営によ実 術職員の経営 る 門 、技術職員の 感覚

る';1"ム管理由運用見直 ・養ゲム管(H理23等4における専体制門非常勤実職員四
。

し検討 配置によるダム管理 由克

I@却継と続施と運建の売収営
-国の制情報度収変更や電力市場町動向につ H23、H24 。

-情(報H2収4.7集.を行った
いて 集 -固定価格買取情制度や電実力市場の動向に 1 固定価格買取制度開始)

ついて随時報収集施
益性の比
較検証

。
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【電気事業】 I ，~ filli:亙示型宇ている 01歯車ている ム実施中 X 出来てし湖、(不十分) I 

平成23-25年度(12月末まで)の実績|事務局
(具体的取り組み) I 評価 各委員の意見評価の説明

凶
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『発電所由 100年運転』を目指した
長期修繕・改良計画の作成
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セットマネジメント導入
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. 'Jニューアルについて企業局内にPTを
設けて検討

• FIT法適用について貰澗INW-庁と協

tーホール、春未発
中津ザム堤体調査等

/1、鹿第一、第二発電所、日野川第一発
電所、佐治発電所の導水路調査、中津
ずム取水塔翻査等実施

-アセットマネジメントの観点に立った
より‘適切な対応が必要.

ド・企業局防災等マニ斗アルの随時見直
し・訓練 マニュ7)レ、緊急時連絡 。

-草荷替中津ダム放流マz
時見直し定期的な研修

-ヨ匹敵停止カルテの盤側及び阜期復1自マニュアルの作成

(力Jレ子)を検索
ース作成

H251=監視室での警報発報時の対応マ
ニュアJレを整備

0 卜体制表の吏新を行った

o 1.マユ斗アルの見直しと研修・訓練を
行った

o トマニュアルを整備した

同【

電気-4 • 
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【電気事業】 日平 価:@J:<出来ている O出来ている A 実施中 X 出来て竺空い(不十分u
経営健全化の具体的取組

平成23-25年体度 (12月末組まで)由実績 事務局 委評員価会経営目標
内 容 (具的取りみ) 評価

評価の説明 各委員由意且

ウ 地献球温暖化対策への貢 |①新ギヱーネJレ
O賀3HK2祥2力基発告本fム電設のの計維導済持入、放H流23水実を利用した小

H23 。-時期が遅れたが、運転開始した
-自然エネル即力ギ発しー電たへ等発の電、シフトの流れを受導入 実施設計 (H23.9-H24. 3) ①[遅工れた理由] ギけーて、小水 鳥取県をのエネル

①検賀-祥水討1 苦ム

施設計、 -関係法令手続等{河川法、電気事業 事地のための進入路(れ町道]使用に対と 資さ源に 開発行い、十分
H24建設工事{予定) 法、 して 元から条件が出さ 、町や地元 評価れる。

電力会社) の協議に時間が吾妻した。
小力発 H24 ②な工っ事由入札 不落札となり、再入札と 。-一太部に開始の遅札があるものの小評水価
電の導入 経工事済発注 ・電力会社への連系申込 たことから時聞を要した。 力、 陽光発電の積極的な導入は で

産業省の設備認定 きる.
H25 
-運転開始 (H25.9. 2) 

新たな取り組み 。-小水力発電所3箇所の基本 詳細設計
H23 に着手した
-小水力発電候補地の現地調査 (H23.7
-10) 
県土整備部村、農林水産部、国H土23交通
省、市町等との意見交換 (H23.7-
10) 
小水力発電候補箇所の市町村説明
(H23. 11) 
小水力発電事業化調査 (H24.1-3)

H24 
-事業化調査 (H24.4-H25. 3) 
事業化調査のうち環境調査 (H24.8-
H25.3初) 

• H25当予算に3箇所由設計、工事
費を計上

H25 
-横小水瀬I11、加笹川、若松川由3河川で

力発電所の基本・詳細設計に着
手した
私都川の涜況調査に着手した

q太電J陽の-2 
H23 o. -企業局所の有太陽由来光利発用地の導及び関連公共用 -時津での太陽光発が電の実大施宮は評の(企価飼業査され局も
-崎津工業団地におけるソフトパンク 施設で 電 入可能性始を検た マ聖ーではなくなる } く

のメガソーラ誘致活る動3k(H235~) 討し、現在、 3箇所で運転を開 し る.また、竹内での太陽光発電
可能光導性ー入発、ト

-性企ス電『グ検業のマリ局導討ーー所入トン有可グ電能のリ力未性ッ証検利ド書用討の制地活度用でJの太陽光発

西業部化事調務査所におけ 陽光発電の事 進んでいる。
スマ
グリすッド の活用可能 (H24.1-3) 。
に 関 る -竹事内工業団地における太陽光発電の
検討 可能性検討 業化調査 (H24.1-3

電気-5



【電気事業】 I l'I' I幅三亙主型示雨(主出来ている A実施中 ×出来ていない(不十分) I 
経営健全化の具体的取組

平成23角 25年度体 (12月り末まで)由実績 事評務価局 垂評員価会経営目標
同 容 (具的取組み)

評価由説明 各委員由意見

H24 
-今後マ理はー検も由討〕4ト箇グし所でいッ建なド設のい工事を行能性う予に定つL

議野県ガソーラ
-崎津工業団地におけるソフトパンク -ス リ 活用可 、

検討 のメガソーラ発電所起工建(H設25工1.19) 注 て て.

内におけゲる太陽光電 -西部工A事期Z務倉，H庫所24太太陽光発電所 事発
[理

による リーン (:CWl ， H24. 11. l-H25， 4. 30) 

文コ陽ス光ト 当JEhもの続‘喜事あて諸埜象り制&i君sグ=醐ZiリlーE l 能性検討太 'F 陽光発電所建設工事発注
竹 おける陽 ・ 東((部工工期事期 : H25. 2. 28-H25. 11. 25) ン電力 用
スマート ド活用可能光性発検電討 務所太陽2光20発~電所建設工事発注 やスマ 等

: H25. 2. 20-H26. 1.26) 的電力 カ
H25 
-西部事務所太陽光発電所由運転開始
(H25.5.2) 
'FAZ書庫太陽光発電所由運転開始
(H25.10.2) 利 こ 事業行こと
-軍部事務所太陽光発電所の運転開始 した
(H25. 12. 2) 

| 風3発電 O再踏査性生可能過エ去ネルにギ 全量買取可導制能入度性調を
H23 。

-風力発電すは、ー送電か線費が発既事電に業送所た性電の線増に大がきまえ 風力発電の -鳥取放牧場における風力発電増設の 〈影さ響れ る』と ら、 股を
可能地点 をを実再施検討した箇所について 可能 可な能性検風討力実施(結ギ果。スペースが 置 ている既存難風力 設
の再点検 い、 エネル ーが困難既存)の70同 検討したが、困 と判断し 。

となることから増設は ) 

エ地域社会への貢献
1①発ムの電用の防貫災ず

-台風前時等放涜の可能徹な範囲での発電によ H23 。-事前放流を実施した
る事 の底(洪水貯留機能} -台風施E号 (H23.6. 19)時等に事前放流

面で を実
献 H24 。

-台風4号 (H24.6. 1町を 、台風7(H24.9 
30)時に事前放流実施

|偶地の澗域支立等援地へ

H・-23市審協の、町米議保H2村利会全4水交開へ付協催の金議協、町会農力支開業等催払用実済水、施路日野等、農日業南施利設水

。 農業用水路等農業施設保全への協力等

-・市農町業村用受水付路金等農業施偉の保全への協
を行った

力 。
等

-殿(負告fム担金水源地域の周辺整備への寄与 H23殿‘H24 。-周辺整備に寄与した

動働との 合fム水源地域の周済辺整備への寄与と
して負担金を支払

H23 
-日野川一斉清掃 (H23.7.3)

-地域環境保全活動への積極的な参加 -日野川アユ産卵場整備 (H23.10. 3) 。-地域環境保全活動へ積極的に参加した
H24 
-(H日24野.川アユの稚魚放流(約3万5千匹) 。

4. 19) 一

-日野川アユの稚魚放流(約5万匹)
(H25. 3. 12) 

-日野)11アユの稚最放流(約10万匹)
(H25.4..12) 

• ， 
電気-6
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【電気事業】 |評価 @よく出来ている O出来ている ム実施中 戸出来ていない(不十分) I 

経営健全化の具体的取組
平成23-25年具度体 (12月末まで)の実績 事評務価局 委評員価会経営自標

内 容 ( 的取り組み)
評価の説明 各委員の意見

-地域由行事に配慮した水の運用等 H23 。
-地施域しのた行事に配慮した水の運用等を実

停河止原での川遊びに係る吾未発電所り運転
、キュリー祭(苦手、つかみど )の

ための小鹿第一、第頼二発電り所水量調整
ほか、計7件の依があ実施

H24 
-日野川川くだり{ラフティンゲ)のた
めの日野川第 発電所の運転、ヤマメ

釣り大会のための佐治依発頼電が所あ由流実量施
翻整ほか、計9件の り

H25 
天神川でアユ釣りのための河川水位調
整
日野川で、カヌー選手権や川〈だり
(ラフティング)のため運転

④他の会計へ -工検業用水道事業への茸付等の貴金運 H23 。
賞金運 用 討 -工業用水道事業のサマーレビュー時に -黄金運用について財政課と協議苦行つ

用 検討電気事業から工業用水約道事業への t: 基考本え(毎的年考の事方後を処理的な方策ではなく)
貰付金としてH31-H37で 12億円と財 え 財政当局と協議すべきと

政課に説明済気事 る。

ただし、電 業資金は将来の発き電施あ
設への投資資業金として確保すベ で
るため、工 用水道事業経促費を最大限 " 縮減すを極るなど自助努力を した上で貰
付額 力抑える

霊盈盤塁
。よく出来ている 0 出来ている ム実施中 ×出来ていなし、(不十分) 合計(項目数)

電気ー7



【工業用水事業】

ず‘ . "・

経営目標の達成状況及び経営健全化の具体的取組状況に対する評価

|評価 。よく出来ている O出来ている A実施中 リ来τい恥(不|

経営目標
容

-企業の施初期投資補助制度創 | 九明を日日担野千-川四E工一H業抵用抗水一ιへもl拡ι…大し、需一要のI |鳥取県工業問用促進利用補助金交

設・実
。 付要綱を制定し、平成23年4月からの給 l A 

水予定企業を対象に補助金を交付した。
8.782干円
19.584千円)
3.055千円
6.112千円)

当面の需要に応じた施設としている。
• 1期計画区峨での需要の変化 (配水池は‘ 14.000m3/日/基まで対 。 |・配水池の設置は当面の需要に応間基! 。
に応じた施設整備 応可能であることから当面は1基と 設置(全体計画2基)とした。

している)

・利用者への経営状況、 責任水 I 平観策成工2器事3、年責欝1任0月水諒5量日制思にの5日必f野議要川性工詰等業:に首用つ水I 。 |平成23年10月に日野川工業用水道利用| 1.連絡会開催の効果について具体的に述ベ

量制等の説明 者連絡会を開催した。
ι 

いて説明し、理解と協力をいただいた。

(H23.24・25) -企ト等業をを説訪明問すし工るな業ど用し水て道、工利用によるメリッ
-企業訪問、需要調査活動 鳥取地区 7社 1.1 ∞~:.-/目 。 水の積極的な

1.000~ :J日 利用を働き掛けた。

において県外
tを依頼すると 企業立地推進本部会議を通じて県外企業

-需要拡大連絡協議会開催、商 I取とも県に商、商工団体(鳥取商工会議所、烏 。
訪問時におけるPRを依頼するとともに、烏

エ団体等説明 工会連合会、鳥取県中小企業団 取商工会議所等の商工団体を通じて工水
の活用をお願いした。 E ム

肉

平成23-25年度 (12月末まで)の実績l事務局
(具体的取り組み) I評価 評価の説明

。

H23年度と比較しH25

• 1期計画区域(千代川東側)の
本格給水開始(給水能力拡大
16.500m3/目)

。-平成24年5月から記水;也方式による本格
給水を開始した。
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【工業用水事業】 [評価高正記面会ている O出来ている A時'*' x出来ていない(村

経営健全化の具体的取組
平成23-25年度 (12月末まで)の実績 事務局

評価の説明 委評員価会 各委員の意見経嘗目標
肉 ー廿 (具体的取り組み) 評価

H2 "軸ゴ (g)②経効率宮ーの化1 合理化・ -塗装状態の悉くない水管橋塗装工事の
2 7_t_~_ 

運営経費
周期を延長した。

H"  H%  

千代川水管橋:H23予定→H26以降
の削減

く修修繕繕費周の削減〉 -新袋川水管橋 H25弔定→数年先
-鳥取地区工業用水の水管橋塗装周期を検期の延伸水管橋塗装 とする。

等 -経費面で有利な内面バンド方式による 討し延長した。
-浄水により生じた土砂の公共 施工を行った。 。-日野川工業用水の配管修繕方式には外面
工事等への有効利用(再生利 -外面バンドは、 E∞万円/箇所だが バンド方式と肉函バンド方式があるが、内
用制度等の活用) ヱ事期間中の断水は不要。 函バンド方式での施工を多くすることでコス

-配管修繕工法の見遣し(止水パ -内函バンドl土‘ 60万円/箇所と経 ト削減に努めた。
ンド方式) 費が低〈抑えられるが、工事期間中

のザー断水が必要の影とな響るがこ大ときかくら頻、ユー
企業へ 繁に

実施することは困難。 。
〈委託 削点減〉

同E間帯琵 -ユニフロ保守点検業務時の実稼働目検証・機器賓保守の I 検委託費の削減
保守点検業務の実態調査等 。や監視装置・針装設備保守点検項目削減
による積算方法見直しの検 によるコスト削減を実施した。
Zサ 削減

〈動力費の削減〉
-日野川、鳥取地区で使用する電気(H25

.PPS(新電力)へ入札実施て案内を行うな
ど、積権的に取り組んだものの、入札参加-工業用水道施設の動力費(電

-H27年度の3年間分)に係る入札を実 。
者は中国電力(株)のみであったため、経費気代)について競争入札を実

施(公告 H25.1.25入札H25.3.7)
削減効果は得られなかった。施

〈薬品費の削減〉

f 鳥取原浄薬ユ地水水ニ品フ濁濁区添ロ】度度加(がが畳浄0を1水08増0装mm加g置g//Eす且)をををる越越連.え続えたた運場場転合合しl に

品添 LE.5高取濁地度区時]高の濁薬度品時使の用薬ル品ー量ル削減
レを決めて実【日野)11】

施
-効率的な薬品使用量の検討 ①河川濁度1.5mg/2以下の場合、表

【目.)野レーllj|】レ薬表を品決流量め水削てと減伏実流施水の使い分けによる②流河水川(濁電度力2安mg価12・程薬度品の不場要合)、表流

yk+|伏(濁伏流度流水2水5でmだ薬gけA品で以処賄よ理えの不な場要い合) 全
③流河水川 場.合伏

+表流水(薬品処理必要))

(g)-2効率的な

-人員について、点工電電か業気気ら事用事人水業業員道とはを工事現削業業行減用に水し水つ準て道いをい事て維る業. 
部とな'企一認門業体知に局的も度経なこ向営の運上は点営を、のが吉電認合め気知理たとを活的工求で動業めあを用るる行水よ.う道一うこ対の般と外。連会的携計

業務体制
-平成23年度から25年度の問1=、6名曲、

持しているが、 。の構築 -電気事業との一体的な管理運 。は経費減の観
営体制の検討 らZ名へと職員を削減した。 業務としては、

を一体的に行っている.

L 且 E

工水一2 -‘. . 
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【工業用水事業】 匝一価 。よく出来ている O出来ている ム時中 X 出来ていない(不|

経営健全化の具体的取組
平成23-25年度 (12月末まで)の実績 事務局 委員会経営目標

内 容 (具体的取り組み) 評価
評価の説明

評価 各委員の意見

-監視業務はH18年度から、保守業務IまH22 -継続的に検討すべき.

年度からアウトソーシンゲを行っている.
-抜本的に何か改善すべきではないか。-業務のアウトソーシンゲの導 -職員削減によりこれ以上職員を減らせない

入可能性検討
-具体的な実績なし。 x 

状況にあるが、ト施高設に点な検ξはアウトソーシンゲ
x 

を行う方がコス ることから、職員で 確が-職不に員す十削る分減こでととあア。るウ。ト評ソ価ー由シ説ング明の欄関の係文の章説を明明
効率的に行う。

② 3経常収支
-経標常収支比率の改善(数値目 .H23: 75. 2% (目標 67怖)比率の改 。 -目標圭達成した. 。

善 の達成) .H24: 78. 4怖(目標 71同)

(6)-4水他用の利用途検権転の討 国土交通省と協議中。
用 の 討

-水利権の一部を治水へ利用することとし

がるは国と認必土しめ要交ててで通明いあ省確るりとな、もし本回のて答省のはがと、治の予示水協算さ転れ議確用てが保のい必の必な要確要いで認性。あ
-水利権の他用途転用の可能性 て、平成25年度内に策定予定である河
検討【日野JlIJ 川整備計画に位置づけるよう国土交通

。 ム

省に対して協議している。

③運転資金の確保
-電気の事支援業会計且び一般会計か 電気き続事き業検会討計すのる経。営状況も勘案しながら
ら のあり方を検討

-引き続き検討する。 。 ヨl
A 

ウ 施定設供給の適正管理と安 |①施設の機能維持
-計画的な漏水防止対策の実ド補施

-漏水防止対件策前を章)実施(PC管継手部の -漏水が多発し、その対応の影響で計画が
(P C管継手部の.ll:7kパン 止水パン

x 
遅れ気味。

修繕長期計面白策定が急務。
強) [日野川]

-更に、ア・規セ則ットマネジメント的観点からの、

抜度点I本期にに計的実埋画な施設修との交し繕P通てC計量管、面が平ジ白成多ョイ見い1ン9直国年トし道部度が4の~3必対1平要号築成なのを2こ交実4と年差施

x 計画的 的な施設の機能維持を図るこ

-修目繕標計達画戚に基づき実施している。 とが望ましい。

-修繕・改良等長期計画の作成・
目 成率は以下のとおり
I期計画{交差点部):80怖 。

実施 E期計画(車線中央部):57同 から、 H25年度内に全体の計画を見直す。
H26年度には現地調査と新たな計画を作成
することとする。

②危機管理体制の -事務所聡員と工業用水の童施運し転、監視業務受
充実 -危機管理マニュアル、漏水対 -漏水対策マニュアルを更新するととも

託者織員で毎年訓練を実 し、迅速な対応

策割lマニュアルの随時見直し、 に、訓練も実施した。
。 による二次災害の防止と速やかな復旧に 。

練の実施 努
めている。

・-まH災方に2た害相広5中、時互域平国の応応成ブ広揺援2ロ域協体4ッ年応制定ヲ度災援ををに締害構体は連結築制、絡しとし徳たてし訓島て。い練県、る実中。とB国独mo地自

-中園地域における工業用水道災害時等の

-災害時の広域応援体制の構築・
相互応援に関する協定書の一部変更(H24

。
訓練の実施

・4鳥相1取互)県応と援徳に島関県すとるの協工定業締用結水(H道24被1災時の
1.1) 

ヱ水-3



【工業用水事業】

経営目標

評価結果

経営健全化の具体的取組

内容

司 ‘ : 主

平成23-25年度 (12月末まで)の実績
(具体的取り組み)

ム実施中

エ水-4

|評価芯J:<出来ている O出坦坦'"実施中 子出来ていない(不|

評価の説明 各委員の意見

× 出来ていない(不十分) 合計(項目数)

ζJ 

a ・>
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経営目標の達成状況及び経営健全化の具体的取組状況に対する評価

【埋立事業】 |評価 。よく出来ている O出来ている ム実施中三出来ていない(不十分)I 
経営健全化の具体的取組

平成23-25年度 (12月末まで)の実績 事務局
委評員価会経 営目標

肉 廿ー (具体的取り組み) 評価
評価の説明 各委員の意見

-企業訪問等の企業誘致活動を行った。
平成23年度 4件 具体的成果はないが交渉中の案件が

薄べ-事きと業は。環企言境業え訪が、企厳問業しのい訪あ中問り方、を短更も期マに的ン積ネ成極リ果的にがにな望行らみうな昭和地区 分譲完了 平成24年度 H牛 。 あり、引き続き企業誘致活動に取り組 A 
平成25年度 B件 む。
未分譲率 1. 4% (2. 1 ha) いようにやり方を考えるべき。

-企業訪問等の企業誘致活動を行った。
平成23年度 7件 -具体的成果はないが交渉中の案件が

旗ヶ崎地区 未分譲 1. 9%→ 1. 0軸 平成24年度 2件 。 あり、引き続き企業誘致活動に取り組 A 

平成25年度 4件 む。
未分譲率 1.9軸 (0.8ha) 

-企業訪問等の企業誘致活動を行った。
平成23年度

割一長未括期賦分売貸売譲付却却率 1件件 4，331.82ryf L中物浦流童(品株(株)1i't 3，414.29rrl L~lilt(l*) 
I土地の分譲 1件 1，289.30r吋 オーヴ(株)

計画 14.9~色
-分至譲ってがい進なんいでたいめる、が交目渉標中達の成案に+は

竹内地区 未分譲 15. 3軸 → 13. 0拍 平成24年度 。
件!こ

A 
ついて、引き続き企業誘致活動に取

長期貸付 2件 1，961.62ぱ ，畢井瑚耳障(株)
り組む。

4.560.38ni オーヴ(株)
未分譲率 14.4帖

平成25年度
長期貸付 1件 1，910.51rrl オーウ(株)
未分譲率 14.2特

平成23年度
メガソーラーに向けた企業誘致活動を行った。

平成24年度
-メとをガ賃行ソ貸いー借、ラ鳥契ー取約に米を向子締けソ結たーし企ラ、業ー土誘パ地致ーを活一ヲ(動般株会) 

崎津地区の処分は評価できる。

崎津地区 分譲方策の検討・インフラ整備検討
鳥取米子ソラーパ-?(株)と賃貸借契約締

。 。
-一般会計や企県業民局なのど事に業広の〈内成容果とを役ア割ピーを伝ル結済(H24.9.26)

計に移管する、 すること。
平成25年度 える重要な成果である。
一般会計に崎津工業団地を移管する。 (H26年
2月1日予定)

埋立ー1



【埋立事業】

経営健全化の具体的取組

経営目標
内容

ア 販売戦略 IQJ県施策と連10成長屋策、強hの分野の誘致活動
による積| 勤した積極| ・成長産業及び強みの分野(エコ
極的な分1 的な販売活| カ一、太陽光、リサイウル、パイ
譲促進、| 動 | オ・食品、植物工場、中海再生、
企業誘致 I I 国際物流等)での誘致活動

δ蘭謀議蘭Eの哀喜志逼福E情報瓦
有・商工労働部、西総合部事務
所、県外事務所及び地元市・商工
会議所等との緊密な連慢と情報の
共有化

O崎津地区の土地利用方策の検討
-可能性のある土地利用について全
庁的に検討

・企業の進出計画に応じた建物基礎
やインフラ整備の検討

・企業立地計画のシミュレーション
実施

O関西・山陽・四国方面天両首蚕麗
開〈境港ゲートウェイプロジヱヴ
ト・高速交通網の進展〉

・物流・人的交流静脈物流による日
本海側拠点港の立地条件 PR

・鳥取自動車道全線・山陰道開通に
よる利便性の向上のPR

" 

平成23-25年度 (12月末まで)の実績
(具体的取り組み)

-成長産業、強みの分野の誘致活動を積極的に
行った。
企業訪問件数
平成23年度 1631キ(132企業)
平成24年度 62件(38企業)
平成25年度 61件(29企業)

-定期的に開催される企業立地推進本部において、
企業局の活動状況を報告し、各部局の連慢を求
めることとしている。
企業立地推進本部会議
平成23年度
第24回 5月18日 第25回目月2日
第26回 11月2日 第27回 1月31日
平成24年度
第28固 4月25日第29回 9月3日
平成25年度
第30回 8月2EI

平成23年度
・県庁肉の関係課で崎津工業団地土地利用検討
会識を開催し、再度検討を行うことを申し合わせ
した。
・メガソーラーの誘致に向けて、ソフトパンヴI=PR
を行った。

平成24年度
・鳥取米子ソーラーパーヴ(株)と賃貸借契約を締
結した。

平成25年度
・土地を一般会計に移管する。 (H26年2月1日予
定)

平成23年度
関西・山陽・四国方面企業訪問 70件(63社)

平成24年度
関西・山陽・四国方面企業訪問 11件(11社)

平成25年度
関西・山陽・四国方面企業訪問 10件(31土)

埋立-2

事務局
評価

。

。

。

。

|言価-。よく出来ている O出来ている A実施竺ー竺出来てL中、(不十分)_I

評価の説明

-県内外の交渉中企業を中心!こ、企業
誘致活動を行った。分譲につなげるべ
く、引き続き企業誘致活動に取り組
む。

-定期的に開催される企業立地推進本
部において、情報共有・情報交換を
行った。引き続き、関係部局との連携
を強め、企業誘致につなげたい。

-メガソーラーに向けた企業競致活動を
行い、鳥取米干ソーラーパーウ(株)と
賃貸借契約を締結した。

-具体的成果はないが交渉中の案件が
あり、引き続吉企業誘致活動に取り組
む。

委員会
l評価

。

各委員の意見

-崎津については、メガソーラー誘致活動を
行L¥，問題解消。竹内については、細かな営
業努力もあるが、やはり、工場立地環境が
厳しく成果はそれほど望めないが、やむを得
ないであろう。

・崎海地区の処分は評価できる。
しかし、全体の誘致活動が年々低下してい

ることは疑問。
関晴機関との連携は必要であるが、企業

局独自の戦略も必要。

， .・ A
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【埋立事業】 |評価 @云己出来ている O出来ている ム実施中 ×出来ていない(不ナ分)I 
経営健全化の具体的取組

経営目標
平成23-25年度 (12月末まで)の実績 事務局

評価の説明 委員会
各委員の意見

内 容 (具体的取り組み) 評価 評価

ア 販に売よ戦る略積 @販制売度条の件充 ・O販問条件制・制度度、の見直し
-割賦販売 、長期貸付制度の充

平成23年度
(割分検譲賦討価要の格領結のの果検改据討正置をを)行行つった。極的な分 実、見直し 実・見直分譲し

譲促進 による営業 -的確な 価格への見直し
た。

企業誘致 強化 平成24年度 長期貸付要領の改正を行った。
割い賦や販す売いも制の度と、す長る期た貸め付、制要度領をのよ改り正使

分譲価格の検討を行った。 。
を行っ産た鑑.定

。
(検討の結果据置) -不動 評価に基づき適切に設定

平成25年度 割賦要領の改正を行った。 している。
分譲価格の検討を行った。
(検討の結果据置)

0民間営業売仲力の活用
-団地販 介手数料制度の創設

平成23年度

;E立Lヤ憲25Z2霊ZE語Z鐙講雛議望号論事
。-団(協上社地定げ)鳥販をる取締ま売県で結仲宅にし介た地至手が建っ数て、物料具い取制体な引度い的業を。な協創成会設果としを、

性リ-一ーは応ス立、工地地場環道等境なのに努方よ力策るをも。行あっりて得いるるがと、考そえのる有。効
定を締結した。
分県譲外不動産会社から仲介情報が2件あったが、

に至っていない。

平成24・25年度
(た社由)仁鳥取県宅地見物取引業協会等!こPRを行っ
た 、分譲に至っていない。

③土地条件・ 0土地利用の見直し等による顧客
地盤条件の ーズの反映 平成23年度
的確な提供 -昭和地区の土地交換による工業用 区画毎に重要事項説明書を作成した。

重転地要売の事の情項承報説認を把明を行握書いをしや作、土す成地くししの、た顧活。客用がを土進
-ソしー竹ラ内ー回事地業l立者地と道契な約努締力結をを行行つい、問題解

ズと顧ヘ客ーー 地の集約化 長浜屋商庖から佐藤実業へ転売承認を行った。 j2問別。、 ている
の対応 -竹内地区の転売情報の提供と活用 限界有り。

等
平境成港24管年理度組合と土地交換を行い、工業用地を集

。
昭をすめ集和たる約と地。とす区もるのにこ土土と地地で交、の顧換魅客を力行二を一い向ズ工上に業さ対用せ応地

。
顧客ニーズを反映した販売

約した。

平成25年度 た。
味平からの転貸申請を承認し、活性化を図った。

0・・〈地大竹策団規盤地に内模地条係の構地件区る造支盤〉に物対鑓条応立方件地策対し検たに策必施討要設〈崎のな地誘津盤地導対 平議主成をな2開庁3年催内度し関、係工課業で団県地営の工特業色団や地地分盤譲情促報進等連を絡共会 -崎津地区については、鳥取米子ソー
ラーパーウ(株)と賃貸借契約を締結

有(崎津地区)
A したことにより、不要となった.区〉

埋立地としては比較的良い地盤情 平成24年度
-竹内地区については、誘致案件の進

報の的確な提供 結鳥取米子ソーラーパーヲ(株)と賃貸借契約を締
展がなかったa

したことにより不要。(崎津地区)

埋立 3



【埋立事業】 極 li!Ii:@雨丞竺 o坦坦些 A実施中 ×出来て叫い(不十分)I 
経営健全化の具体的取組

平成23-25年度(12月末まで)の実績 事務局
評価の説明 委評員価会 各委員の意見(具体的取り組み) 評価

経営目標
内 容

O団地Iこ係石ホ市ー覇ム棄ペ事ーのジ強の化充実 見
平成23年度-工業団地

HPを最新の情報に更新し、 NIKKEI事業用地ナ直し
-パンフレットの見直し 確 ピへの掲載も行った。
-各種工業団地情報サイトへの的 パンフレットを作成L‘最新の補助制度や分譲図
な情報提供 を掲載した。

-毎年、 HPを最新の情報に更新し、 NIK

平Hピ成Pへ2を4の最年掲新度載のも情行報っにた更。新し、 NIKKEI事業用地ナ 。分毎K仏譲E年企I図事、業竹を業訪掲内問問載団地等地しナたにのピパおへ最ンいの新フて掲のレ活載補ツ用も助卜をし行制て作っ度い成たや。行
パンフレツトを作成し、最新の補助制度や分譲図
を掲載した。

る。

平成25年度
HPを最新の情報に更新し、 NIKKEI事業用地ナ
ピへの掲載も行った。
パンフレツトを作成し、最新の補助制度や封譲図
を掲載した。

収益の向 ω 般会計返借済イ
-工業用地の販売条件、制度等の積

平成23年度一般会計借入金の償還はできなかっ
-企業誘致に取り組み分譲を進めること

一会輔幽計来止るドのだ問蕩吋律思一一一いI湿J臨健司の時がも期kつ待叫稽寄金#聞晴に嵐進め会一る第川釧

上と借入 入金の国
金返済 極的な PR

た。

により収益償をよ還げした、平。平成成242年5年度度はも15 A 

-分譲収益を一般会計長期借入金の
平成24年度 150百万円償還 。

0百万円を 1 
返済に充当

未償還残高 4，126百万円
50百万円償還予定。

【未償還残額4，276百万円→3，826
平成25年度 150百万円償還(予定)百万円]
未償還残高 3，9.76百万円

ことが望まれる。

②みなと温泉
館の売却 -民間経営によるサービス向上のた

-平成2渡3し年営4業月を1日に民間事業者へと 。平成23年度 。めの売却
4月1日引渡し済み

引き 引き継いでいる。

評価結果

|。よく出来ている I1 I 0 出来ている I 4 I ム実施中 x 出来ていない(不十分) 合計(項目数)

L 悶・ 4
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経営目標の達成状況及び経営健全化の具体的取組状況に対する評価

【共通事項】 | 評一価るふ〈両ている O出来ている ム実恒 三出来τいない(不十分) I 
経営健全化の具体的取組 平成23-25年具度体 (12月末まで)由実績経営目標

肉 容 (具的取り組み)
事評務価局 評価の説明 再委評員会価 各委員の意見

〈組織力の向上〉

本局と各事務所と次の内容で意見z換を行つ

-てたあ本実たる局。施めと、事し実た務施が所回、と年数の1を意回増見程や交度し換のて会実いと施くあ必でわ要あせがった.

盤tF主EZ籍懇ま存親雰詰告主主

<H23年度〉
-企業局の経営環境について
経営改善5ヵ年計画(平成18-22年度)の成

.果新(経実営績改)に善つ計い画て(平成23-25年度)につい

ア組織運営の ①経営ビジョン・経営方 -本局と事務有所職員が方向性と懸案 て 。 ム強化 針の共有 事項を共 各事業の現況について(電気事業、工業用水
道事業、埋立事業) -公営企業的経営の在り方について、会
くH24年度〉 職員由理解、企業意識の保持を更に徹
局由経営状況・懸案事項、経常改善計面白進 底させるべき。
捗状況‘ 組織マネグメントと職員満足度の向上
等について説明及び意見交換を行った. -経営改革を進めていくためには、今後と

も本局と事務所職員のコミュニケーシヨン

-営業誘致担当以外の職員も商工労働部の職 'H23.24年度の2ヶ年聞で訪問件数が12
が重要であり、継続を期待する.

員に同行し企業訪問を実施。 件であったため実績を伸ばしてい〈必要
-商工労働活動部をとの一層るのこ連と携が強望化を図

②営業活動への参加 -職員一人ひとり営業活動に参加 ム がある。 x り、営業活 強化す まれる。

.3月-5月にかけての融雪時期のうrムワッチ -特定の期間1=増大する業務(ダムワッ
業 チ

③事務事業の効率化
-業務のプロセスや役割分担の見直 職務を員本と一局緒(工に務対謀応、し経た営企画課)職員も事務所 。す業る務こ等と)をに本よ局り効、事率務化所をで図一るこ体と的がにで処き理 。
L 

た.

〈制にH度よ23る改年相正度談に〉会係へ総る積情務極報省収的書、関加連研修や専門家 -研的修な等検に討はや参作加業しているものの、具目も体あ
な検 が遅れている項

主催研修会等書加ほか るo(みなし償却資産回対応等)

イ財務運営の -国の会計制度の見直しに伴う迅速
(H24.1.25.26) 

①会計制度目見直し くH24年度〉公営電主催研修会等書加 。 ι 
明確化 な対応 (H24.9.18 ) 

-資本制度改正により今後の利益処分につい
-積決立対に応係にるす事る務こと処に理よ方り法、毎に年つ度いのては経議営

て
条例化による対応か毎年度議決によるか検討 判断を反映させやす〈した。
を行った.

②資本制度の見直し
-減債積立金、利益積立金白積立額

・〈平務に毎方成発的年針2生な度3〉作年し議た度業決利電量対益気I応t剰事大と余すき業金くる決変を。算わ(減議にら債決おな積い対い立て応た金当とめにし該)て積年も立度実

。 。
の見直し

(H24.9月議会に附議)

共通 1 



【共通事項】 | 評価:@竺諒両 o面来ている ム実施中 X 出来ていない(不十分) I 

経営目標
経営健全化の具体的取組

内容
各委員の意毘

③企業債発行の仰帯l
-内部留保資金の活用や他会計から
の借入等による企業債発行額の抑
制

平成23-25年度 (12月末まで)の実績 1;事務局
(具体的取り組み) I 評価

・工業用水道事業の財源支援に係る電気事業'
からの貰付金の検討(H23年度サマーレビュー!こ
おいて検討実施) 。

評価の説明

・将来的{平成30年度以降)に電気事業
から工業用水道事業への貸付を行うこ
とにより、利息負担の軽減が期待でき
る。

会
価

員
評

委
再

-企業会計聞の賃金融通は、合理的な手
法の一つでと言えるものの、運用は厳梅

o 11こえ守うことが望ましい。

④引当金の適正規模
-退職給与、修繕、渇水準備引当金
引当額の適正化

⑤内部留保資金の確保と卜事業計画に基づ〈短期・中期的な
資金運用 1 資金計画に基づく効率的な運用

-工業用水道事業の退職給与引当金の必要額
の検討を行った。(人員削減が進み過剰と
なった額の取扱いについて検討を行った
(H23.11) 

・電気事実における渇水準備引当金について
引当、取り崩し基準の見直しを行l..，r鳥取県
企業局渇水準備引当金取扱要領Jを制定した
(H24.3) 

-夜丈三百予定の精度向ょによる資金銅
の効率化

・各事業の経営見通し叫担支計画)の作成(時点
修正)H24決算見込み、 H25年度当初予算反
映版を作成中

。

-工業用水道草案の退職給与引当金(過
剰分)は適正規般を取り崩し‘同額を修
繕準備引当金に引当て将来の修繕費
の増大に備える等(会計制度改正に留
意)
引当要件を見直し引当やすくしたことに
より、渇水リスウの低減が図れた(会計
制度改正に留意)

・金利の低下により、収益額自体は増加
しなかったものの、余裕資金の低減に
努めるζとができた。

-適切に行っている.なお、工業用水の修
繕引当金の積立のあり方については、引
当の基本的考え方を整理することが必r

要。。

。

居、未刺用資産の有効活用卜駐車場利用など資産の有効活用と
l世と処分 1処分

くH23年度〉
・公害用地の売却の検討
-未利用公舎の解体処分費の予算要求
(本局3，4号 7，356千円)

・西部事務所公舎(土地、建物)の売却に向け
関係機関(米干市、中国経済産業烏等)と協
議

くH24年度〉
・西部公舎(土地、建物)の売却実処分実施
(H24.6) 

・財産処分報告書を中居経済産業局へ提出 t 

(H24.8) I 

。

-画部事務所公害l三ラFモ雨両証手麗に
売却を行った。
-本局3号、4号公舎については売却の陸
路となっていた建物の解体処分を行い、
売却しやすい条件を整えた。

。 。

-ノ1ラヌ弓函亨zータベース化(技術伝承DBの作 I I・データベース(])作百平面E函蚕夏烹主主
I ~~q ，_./'Jm;"，，.~k "，"，，，， PIII ・ノウハウのデーイヲベース化、企業|成) I I会を計画どおり実施できた。

ウ 人材育成の|①業務1三必要な能力の開| 局経験職員・0日等「よる技術継涼|・企業局OBと由意見交換会ωω0) I @ I =C.!l l=<-ij，， '~:;><::"I)~"" C;;: I_O I @ l 発・育成 I ~:tZ~""~.R 'J  ........，.!_.a-.QJ'.><.1".J"'I:l:"1"'I".JJ:.""':I<>J""......."""-..;..:n:..;<..JX;z;o;¥4..........UI I =- I 
I ~- FH~ I 研修

②会計研修'コンブライl公営企業会計研修
アンス研修等

-雇雇語読函両五(福富蚕雇吾喜子4への害
加)
H23.8、H24.s.20
講師商業高校教諭
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-失敗事例について、その防止策を具体
的に検証し全職員に周知することが必
要.
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【共通事項】 [ 評価;@よく出来ている O出来ている A実理空 x t!l来ていない{不十分) I 
経営健全化の具体的取組 平成23-25年度 (12月末まで)由実績 事評務価局 評価の説明 委員会経営目標

内 111- (具体的取り組み} 再評価 各委員の意見

くH23年度〉 -各年度随時研修を実施した。

雰向果-新き囲は規のよ気建研がが設修活っ事て等性業いも化が実るし起と施て考こさおっえれりてるて、き人.おた材りた、育組め成織にの、の成前'5/30・31本局、 6/7・全6/職23員東を部対事象務に所実、6施/6。酉
部事務所において、
-企業局関係例規集を作成。
(みなと温泉館の下水道料金未払問題のこ
ともあり、文書の適切な引継ぎができるよ

強体ス-将の化が来効を成に行果果わうにでたこつはっとななて。げく計特、る画業にこ的務と研に・が修規どで等則のきは的たよ、なうか実体に否施プ制か自ラ
うに、また、組織とLて知っておかなければ

-コンブライアンス研修
成。な)らないことについて整理するために作 。 。
<H24年度〉 が問題であることを日ごろから意識してお
.H24.9月に全職場で実施 〈こと。
(内容)

1 最近の職員違に反よのる撲不滅祥事について
2 交通事故
3 鳥取県コンブライアンス指針について

-技術職員の経営企画課毘置(事務業務経験)
-験る事知す務識る職この員と取，技に得よ術やり聡人、員局材が内育相業成互務がの全図業般れ務にたをわ.経た-技術職員の経営企画課配置(事務 (23.4 1名→2名)

③幅広い人材育成
業務経験) -事務織員のうfム監視業務等経験(現場把握} 。 。

-事現務場職把員白書fム監視業務等経験 (23.4-
(握)

本局と各事務所との意見交換会を実施
-たる意たた見めめ交に、換意も会見実は施交年換回1回程度由実施であっ す-改べ革き・。改善参に加つ型いのて研臓修員の聞実で施もをっ。と議論

くH23年度〉 一層活発
'H23.7.20本局と東部事務所 を数よをり増やしてい化く必さ要せ

①職員聞の意見交換の活 -職の場意見内及び本局と事務所の職員聞 'H23.7.25本局と西部事務所 。がある. A 
発化 交換 くH24年度〉

.H24.11.16本局と東部事務所
'H24.11.19本局と西部事務所

エ職員満足度 平講とり成師ぎ2ん5佐年文藤2化裕月会弥1館氏9第日(浜4(火会銀)議総14室合時に研~て究1開所6催時地3域0経分営 -企営業に局関職す員る職の員約の8害意iが識参の加高すさるがな見どら経れ
の向よ

-有識者・企業経営者等を講師とす た。
②経営意識向上研修

る企業マインド研修 研究室長ー主任研究員)
。 。

企業局職員35名受講

-平成田度年等2月をに全|査職す員る圭ア対ンケ車にト業を務実に施聞す -平比る成魅較2力し2、等年職度の員末向のょにや行がりっ見がたらい同れやアた業ン。務ケlトと
③職員満足度アンケート

-数年ごとにアンケートを実施し、 る満足度 調 。 =対す 。
職員の意識の変化を検証 等

-危険箇所(若桜町宮ノ笹川/)の改善を実会結(東
-常一修点覧とい検表う時に形等整で理に職把し員、握に労し周働て知安いす全るる危にと険対共箇すにる所、研を対オ労働安全対

①安全保安会議等の開催 -危険箇所の改善、安全パトロール
-危険箇所の抽出、労働安全衛生研修会 。 。

策の充実 部)の実施
応の必要な箇所は改善を行っている。

共通 3



【共通事項】 l 評価:。よく出来τいる Q出塁P9 4実施中 x出来ていない(不十分_)I 
経営健全化の具体的取組 平成23-25年度(12月末まで)の実績 事評務価局 評価の説明 委再評員会価 各委員の意見経営目標

肉 容 (具体的取り組み)

〈情報公開〉

'H24年度当初に従来のHPを全面的に作成し
業な県ど用民肉水の容道皆や施様仕設に組になみつじみがい理のて写薄解真いし易発をい多電よ用所うすやにる工

lに-ま工つ縁業い遠用てい水よ存等り在露ので出公あ度営るを事。高県業め民はるに、工一事夫般業が県状必民況に等県民の事業に対 ①ホームページ等への掲 -直県民しにわかりやすい掲載肉容へ見
直した。

。
する理解 載 改善を図った。

要。
-議会への決算書提出時期(9月議会)にあわ -表やグラフを記どあもわ記せ載てす表る示なしど、分過か去り5ゃ年

t 経営状況、出資金、借入金等の状 せ経営状況(PL.B8)及び出資金、借入金等
。

分の推移な か 。

況を掲載 の状況をHPに公表 すい表現に努めた

-平成23年度分進捗状況についてH24.8月 -企業局HP&び常任委員会へ公表。遥
-経営計画の毎年度の進捗状況を公 に議会に対し説明を行うとともにHPに公表し 。 成状況から今後の課題を整理した
表 た。

-工業用水連絡協議会の開催(H23.10.5) -平成24年度は日、平程成飼2整5等年に度よはり年実度施

ユ省因か-ユーすでらー、ザあるザ定っこーー期たとと都が的との合L望に関てに実ま係もれよ施構、りるで健築開。き全が催な経重のか営要見っのでた送たあ点りめるが在こに原反とは
できなかったが、

②工業用水利用者連絡協 -工業用水の利用者に経営の理解と ι 末に実施を予定している × 
議会の開催 協力を得るよう経営状況等を説明

-マスコミ等に対し積極的に当局事業のPRを行
-骨会苦発行の電い実積所施極のの的運際転にlこ取開は材始マ対ス記応コ念ミを式に行典資っや料た内提覧供うNHK等の取材対応

-県の広報媒体、市町村やユーザー 袋川発電所運転開始式について県庁前広告

③広報活動の充実 企業の広報誌等へ事業の掲載を依 塔に掲示 。 。
車買 -メガソーラ誘致に関連し崎;章、竹内工業団地

のPR

くH23年度〉 -風力発電所への見学希望がt員多がい施が設、概見
-袋川発電所見学会(運転開始記念式地元小 学者に対しては事務所の職
学生・住民ほか)約60名(23.7.6)ほか 要などを丁寧に説明している。

<エHネ24ル年ギ度ー〉発見・探検・実験ぐるぐるツアー

-発電施設、工業用水道施設の一般 (新橋郷発憶所見学)小学生約40名及び大
。

公開・見学会 人約1∞名 (24.08.25)ほか

〈・Z陽新H倉光規2庫5発l年=)電運の度所転見〉(開学企始会業し(局運た東転水部開力、始発西記電部念所事式(務賀.所祥内‘覧)F、会A 太

等)

霊盟蓋塁
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